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２ ０  災害時における 災害復旧用オープンス ペース に関する 協定書（ 中部電力、 西日本

電信電話三重支店、 東邦ガス ）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 中部電力株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。）、 西日本電信電話株式会社三

重支店（ 以下「 丙」 と いう 。） 及び東邦ガス 株式会社（ 以下「 丁」 と いう 。） は、 地震等大規模災害の発

生時における 災害復旧活動の用地等の確保と 使用に関し 、 次のと おり 協定する 。  

（ 目 的）  

第１ 条 こ の協定は、 甲が所有し 管理する 用地等を、 乙、 丙又は丁（ 以下「 乙等」 と いう 。） の災害復旧

活動の拠点（ 工事用資機材の設置を含む。）（ 以下「 災害復旧用オープンスペース 」 と いう 。） と し て確

保し 、 電気、 通信、 ガス 等の迅速かつ的確な復旧対策を構築する こ と を目的と する 。  

（ 災害復旧用オープンス ペース ）  

第２ 条 災害復旧用オープンス ペース と し て使用する 用地は、 別表に掲げる と おり と する 。  

（ 使用要請）  

第３ 条 乙等が災害復旧用オープンス ペース を使用する 場合は、 甲に対し て、 あら かじ め定めら れた様

式の書面によ り 使用要請を行う も のと する 。  

ただし 、 書面によ る 使用要請ができ ない場合は、 口頭等で要請し た後、 すみやかに定めら れた様式

の書面を提出する も のと する 。  

２  甲は、 前項の規定によ る 使用要請があった場合には、 特別の事由がない限り 、 使用を認める も のと

する 。  

（ 使用方法）  

第４ 条 乙等は、 前条においてそれぞれ認めら れた同一の災害復旧用オープンス ペース を同時期に使用

する 場合は、 乙等が協議し てそれぞれの使用範囲、 方法等を定める も のと する 。  

２  乙等は、 災害復旧用オープンス ペース 内の施設（ 以下「 施設」 と いう 。） の使用を必要と する 場合に

は、 甲と 協議し て使用内容、 期間等を定める も のと する 。  

３  乙等は、 災害復旧用オープンス ペース 又は施設内に災害復旧活動のための設備を設置する 場合には、

甲と 協議のう え、 それぞれが自己の責任と 負担において設置でき る も のと する 。  

（ 無償使用）  

第５ 条 甲は、 災害復旧用オープンス ペース 及び施設を、 乙等に無償で使用さ せる も のと する 。  

（ 原状回復）  

第６ 条 乙等は、 災害復旧用オープンス ペース 又は施設を返還する 場合は、 それぞれ自己の責任と 負担

において原状回復を行う も のと し 、 第４ 条第３ 項によ り 設置し た設備は、 自己の責任と 負担において

撤去する も のと する 。  

（ 損害賠償）  

第７ 条 乙等は、 災害復旧用オープンスペース の使用に際し 、 自己の責めに帰すべき 事由によ り 、 他の

当事者ま たは第三者に損害をおよ ぼし たと き は、 自己の責任と 負担において解決する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第８ 条 こ の協定に定めない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度、 甲及び乙等が

協議し て定める も のと する 。  

（ 有効期間）  

第９ 条 こ の協定は、 平成１ ９ 年３ 月１ 日から 、 その効力を有する も のと し 、 甲ま たは乙等が書面をも

って協定の終了を他の当事者に通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  
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新 澤   隆    

こ の協定の成立を証する ため、 本書を４ 通作成し 、 甲、 乙、 丙、 丁記名押印のう え、 各自その１ 通を

保有する 。  

 

平成１ ９ 年３ 月１ 日 

 

甲   伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

      伊 勢市 

      伊 勢市長     森  下  隆  生    

 

     津市丸之内２ 番２ １ 号 

乙    中部電力株式会社 

取 締 役 

三重支店長  

 

    津市桜橋二丁目１ ４ ９ 番地 

丙    西日本電信電話株式会社 

三重支店長    伊 藤 彰 敏   

 

                名古屋市熱田区桜田町１ ９ 番１ ８ 号 

            丁     東 邦ガス 株式会社 

                  取締役 常務取締役 鷺  坂   正   

 
別表 

 

災害復旧用オープンス ペース 一覧表   平成１ ９ 年３ 月   

№ 名   称  所 在 地 番 面 積 
所有者・  

管理者 
備 考 

１  
朝熊山麓公園 

（ ま つり 博跡地）  
伊勢市朝熊町 3477-2 ほか 25, 000 ㎡ 伊勢市  
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                                                                      様様  式式  

  

                                                            平成  年  月  日  

    様  

 

                要請者 

住所   

 

氏名                 印   

  

災災害害時時ににおおけけるる 災災害害復復旧旧用用オオーーププンンスス ペペーースス 使使用用要要請請書書  

 

平成１ ９ 年３ 月１ 日に締結し た「 災害時における 災害復旧用オープンス ペース に関する 「 協定書」 に

基づき 、 下記のと おり 使用を要請し ま す。  

 

記 

 

１  使用期間 

     平成  年   月    日  ～  平 成   年    月    日  

 

２  要請地 

 

名   称  

 

所 在 地 

 

面積（ ㎡）  

所有者・  

管理者 

 

備 考 

朝熊山麓公園 

（ ま つり 博跡地）  
伊勢市朝熊町 3477-2 ほか 25, 000 ㎡ 伊勢市 

 

※要請地に○印をつける こ と  

 

３  連絡先 
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覚覚        書書  
  

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 中部電力株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。）、 西日本電信電

話株式会社三重支店（ 以下「 丙」 と いう 。） 及び東邦ガス 株式会社（ 以下「 丁」 と いう 。）

は、 平成１ ９ 年３ 月１ 日付けで締結し た「 災害時における 災害復旧用オープン ス ペース に

関する 協定書」（ 以下「 原協定」 と いう 。） について、 次のと おり 覚書を交換する 。  

 

第１ 条 原協定第２ 条に定める 別表を 、 本覚書の別表に変更する も のと する 。  

 

第２ 条 本覚書は、 本覚書交換の日から その効力を 有する も のと する 。  

 

 

本覚書交換の証と し て、 本書４ 通を 作成し 、 甲、 乙、 丙、 丁記名押印のう え、 各自その    

１ 通を保有する 。  

 

平成２ ５ 年 ９ 月 18 日 

 

伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

甲   伊 勢市長         鈴  木  健  一   印  

 

津市丸之内２ 番２ １ 号 

乙   中部電力株式会社 

執行役員三重支店長   片 岡 明 典   印 

 

津市桜橋二丁目１ ４ ９ 番地 

丙   西日本電信電話株式会社 

三重支店長       横  山  佳  子   印  

 

名古屋市熱田区桜田町１ ９ 番１ ８ 号 

丁   東邦ガス 株式会社 

取締役 専務執行委員  松 田 伸 久  印 
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別表 

 

災害用オープンス ペース 一覧表（ 平成２ ５ 年９ 月現在）  

№ 名称 所在地番 面 積 
所有・  

管理者 

 

備考 

 

１  
朝熊山麓公園 

（ ま つり 博跡地）  
伊勢市朝熊町３ ４ ７ ７ －２ 他 25, 000 ㎡ 伊勢市  

２  
大仏山公園 

ス ポーツセンタ ー 
伊勢市小俣町新村６ ０ ５  20, 000 ㎡ 伊勢市 
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２ ３  災害時における 隊友会の協力に関する 協定書（ 社団法人隊友会 三重県隊友会）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 社団法人隊友会三重県隊友会（ 以下｢乙｣と いう 。） は、 乙が、 社会貢

献活動の一環と し て、 大規模な災害等から 市民の生命、 身体及び財産を守る ために行う 協力（ 以下「 協

力」 と いう 。） に関し て、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市において自然災害や大規模事故等又はその他市民の生命、 身体及び財産に

重大な被害が生じ 又は生じ る 恐れがある 大規模な災害が発生し た場合において、甲が乙に対し て協力

を要請する 際に必要な事項を定める こ と を目的と する 。  

（ 協力内容）  

第２ 条 甲が乙に対し て要請する 協力の内容は、 次のと おり と する 。  

( 1)  災害関連情報の収集及び伝達 

( 2)  自主防災活動への参加、 協力 

( 3)  その他、 甲が必要と 認める 応急対策業務 

（ 協力要請)  

第３ 条 甲は、必要がある と 認める と き は、前条に定める 協力を乙に要請する こ と ができ る も のと する 。 

２  協力要請は文書によ る も のと し 、 災害の状況が緊迫し て、 文書によ る こ と ができ ない場合には口頭

によ る こ と ができ る 。 こ の場合事後、 速やかに文書を送付する も のと する 。  

３  甲は、 協力の必要がなく なったと き は、 速やかに文書によ り 乙に通知する も のと する 。  

４  乙は、 甲の要請に基づき 可能な限り 協力に応ずる も のと する 。  

（ 防災訓練への参加）  

第４ 条 本協定の実効性を確保する ために、 甲は乙に対し 、 甲が主催する 防災訓練への参加を要請する

こ と ができ る 。  

（ 経費の負担）  

第５ 条 乙が協力を行う ために要し た経費については、 乙の負担と する 。  

（ 損害補償）  

第６ 条 甲は、 その要請によ り 第 2 条各号の協力をし た乙の会員が、 そのため死亡し 、 負傷し 、 若し く

は疾病にかかり 、又は傷害の状態と なった場合であって、災害対策基本法その他関係する 法律ま たは

甲が定める 条例（ 以下「 関係法令」 と いう 。） で定める 損害補償等の要件に該当する と き は、 関係法

令の規定に基づき 、その者又はその者の遺族若し く は被扶養者がこ れら の原因によ って受ける 損害を

補償する も のと する 。  

（ 協力のための準備）  

第７ 条 乙は、 平常時から 大規模な災害発生時における 連絡体制を整備する も のと する 。  

２  乙は、 平常時から 地域の自主防災組織が行う 各種事業に積極的に参加、 協力する も のと する 。  

３  乙は、 毎年 3 月 31 日ま でに、 協力可能人員等を甲に通知する も のと する 。  

（ 協議）  

第８ 条 こ の協定に定めのない事項又はこ の協定に関し て疑義を生じ た事項については、 その都度、 甲

乙協議し て定める も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終

了を通知し ない限り 、 その効力を継続する も のと する 。  

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲、 乙記名押印の上、 各自その 1 通を保有する 。 

平成１ ９ 年１ ２ 月２ ５ 日 

 

甲  伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

   伊勢市 

   伊勢市長  森 下 隆  生   

 

乙  津市桜橋 1 丁町 91 番地 

   社団法人隊友会三重県隊友会 

    会  長   三 石 浩  夫  
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２ ４  災害時における 物資供給等に関する 協定書（ ＮＰ Ｏ 法人 コ メ リ 災害対策センタ ー）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と NPO法人 コ メ リ 災害対策センタ ー（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 災害

時における 物資の供給等に関し 、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 地震、 風水害その他の災害が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合（ 以下「 災害

時」 と いう 。） において、 乙が、 甲に対し 物資の供給及び施設を一時避難場所と し て提供する に必要な

事項を定める も のと する 。  

（ 協定事項の発効）  

第２ 条 こ の協定に定める 災害時の協力事項は、 原則と し て甲が、 災害対策本部を設置し 、 乙に対し て

要請を行ったと き をも って発動する 。  

 （ 協力要請）  

第３ 条 甲は、 乙に対し 次の事項について協力を要請する こ と ができ る こ と と し 、 乙はこ の要請に対し

可能な限り 優先的に協力する も のと する 。  

( 1) 乙及び乙の関連企業において保有する 物資等を供給する こ と 。  

( 2) 乙及び乙の関連企業において、乙の復旧業務に支障のない範囲内で、被災者に対し 避難場所、水道

水、 ト イ レ 等を提供する こ と 。  

２  甲は、 乙に対し 前項の定めのない事項について、 必要に応じ 協力を要請する こ と ができ る も のと す

る 。  

（ 調達物資の範囲）  

第４ 条 甲が、乙に供給を要請する 物資の範囲は、次に掲げる も ののう ち、乙が調達可能な物資と する 。 

( 1)  別表に掲げる 物資 

( 2)  その他甲が指定する 物資 

（ 要請の方法）  

第５ 条 第３ 条の要請は、 調達する 物資名、 数量、 規格、 引渡場所等を記載し た文書をも って行う も の

と する 。 ただし 、 文書をも って要請する いと ま がないと き は、 電話等で要請し 、 その後速やかに文書

を交付する も のと する 。  

（ 物資の供給の協力）  

第６ 条 乙は、 前条の規定によ り 甲から 要請を受けたと き は、 物資の優先供給に努める も のと する 。  

２  乙は、 物資の供給を実施し たと き は、 その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書によ り 甲に

報告する も のと する 。  

（ 引渡し 等）  

第７ 条 物資の引渡場所は、 甲が指定する も のと し 、 その指定地ま での運搬は、 原則と し て乙が行う も

のと する 。 ただし 、 乙が自ら 運搬する こ と ができ ない場合は、 甲が定める 輸送手段によ り 運搬する も

のと する 。  

２  甲は、 乙が前項の規定によ り 物資を運搬する 車両を優先車両と し て通行でき る よ う 配慮する も のと

する 。  

（ 費用の負担）  

第８ 条 第６ 条の規定によ り 、 乙が供給し た物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、 甲が負担する

も のと する 。  

２  前項に規定する 費用は、 災害発生直前における 小売価格等を基準と し 、 甲と 乙が協議の上速やかに

決定する 。  

（ 費用の支払い）  

第９ 条 物資の供給に要し た費用は、 乙の請求によ り 、 甲が支払う も のと する 。  

２  甲は、 前項の請求があったと き は、 その内容を確認し 、 速やかに費用を乙に支払う も のと する 。  

（ 情報交換）  

第 10 条 甲と 乙は、 平常時から 相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報交換を行い、 災害時

に備える も のと する 。  
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 （ 協議）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に疑義が生じ たと き は、 甲乙協議の上決定する も の

と する 。  

 （ 有効期間）  

第 12 条 こ の協定は、 協定締結の日から 効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を有する も のと する 。  

 

 こ の協定の成立を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各自１ 通を保有する 。  

 

  平成２ ０ 年１ 月３ 日 

    

 三重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

甲   伊勢市 

伊勢市長  森下 隆生 

             

 

 

      新潟県新潟市南区清水４ ５ ０ １ 番地１  

              乙   NPO法人 コ メ リ 災害対策センタ ー 

                  理事長   捧   賢 一  
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２ ５  防災に関する 基本協定（ 社団法人三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 社団法人三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会（ 以下「 乙」 と いう 。）

と は、 災害の予防及び災害時の応援に係る 業務（ 以下「 応援業務」 と いう 。） に関する 基本協定を締結す

る 。  

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市地域防災計画に基づき 、 甲が乙に対し 、 伊勢市における 平常時の災害の予

防並びに災害時の応急対策及び災害復旧に係る 応援の要請に関し 、 必要な事項を定める 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において「 災害」 と は、 災害対策基本法（ 昭和 36 年法律第 223 号） 第２ 条第１ 号に定

める 災害をいう 。  

（ 連絡担当者の設置）  

第３ 条 甲及び乙は、 応援業務の遂行に必要な情報の交換を行う ための連絡担当者を定め、 常に情報交

換を行う と と も に、 災害が発生し たと き は速やかに必要事項の連絡を行う も のと する 。  

（ 応援業務の内容）  

第４ 条 応援業務は、 次に掲げる と おり と する 。  

 ( 1)  平常時における 伊勢市管理公共施設等の筆界に関する 災害予防策の策定等 

( 2)  伊勢市管理公共施設等の登記に必要と 思われる 被災状況の調査 

( 3)  伊勢市管理公共施設等の被災等の応急対策並びに災害復旧のための公共基準点の復旧並びに筆 

 界点情報の収集及び復元 

( 4)  登記及び境界関係相談所の開設 

( 5)  前各号に掲げる も ののほか、 特に必要と 認める 業務 

（ 応援要請）  

第５ 条 甲は乙に応援業務の要請を行おう と する と き は、 次に掲げる 事項を示し て、 原則と し て文書に

よ り 連絡する も のと する 。  

 ( 1)  応援の場所 

( 2)  応援の目的 

( 3)  被害の状況 

( 4)  応援業務の内容 

( 5)  前各号に掲げる も ののほか、 必要事項 

 ２  前項の規定にかかわら ず、 緊急やむを得ない事態等が発生し た場合は、 電話、 ファ ッ ク ス 等によ  

 り 応援業務の要請を行う こ と ができ る 。 こ の場合においては、 甲は当該要請後速やかに乙に対し 前 

 項に規定する 文書を送付し なければなら ない。  

（ 応援要請業務）  

第６ 条 乙は、 前条の規定によ る 要請を受けたと き は、 速やかに乙の社員を動員し 、 応援業務に従事さ

せる も のと する 。  

（ 応援業務の報告）  

第７ 条 乙は、 甲の要請に基づき 業務に従事し た場合は、 その活動内容について、 活動終了後速やかに

業務報告書（ 様式１ 号） によ り 甲に報告する も のと する 。  

（ 費用の負担）  

第８ 条 応援業務（ 甲の要請に基づき 実施さ れたも のに限る 。） の実施に要する 経費は、甲が負担する 。  

（ 書類の提出）  

第９ 条 乙は次に掲げる 書類を、 毎年度甲に提出する も のと する 。  

 ( 1)  応援業務に係る 乙の組織図 

( 2)  応援業務に係る 連絡担当者 

( 3)  応援業務に従事でき る 社員名簿 

( 4)  前３ 号に掲げる も ののほか、 必要と 認める 書類 

（ 資料の交換及び協議）  

第１ ０ 条 甲及び乙は、 応援業務が円滑に行える よ う 、 随時次に掲げる 資料を提出し 、 相互に交換する

と と も に、 必要に応じ 協議を行う も のと する 。  

 ( 1)  伊勢市地域防災計画 

( 2)  公共施設等の筆界管理に関する 情報 

( 3)  前２ 号に掲げる も ののほか、 必要な事項 
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（ 事故への対応）  

第１ １ 条 乙の社員が応援業務によ り 負傷し 、 疾病にかかり 、 又は死亡し た場合における 災害補償は、

乙の負担と する 。  

 ２  乙の社員が、 応援業務を遂行中に第三者に損害を与えた場合においては、 乙がその賠償の責めに

任ずる 。  

（ その他）  

第１ ２ 条 こ の協定に定めのない事項又はこ の協定について疑義が生じ た事項については、 その都度甲

及び乙が協議し て定める 。  

（ 適用）  

第１ ３ 条 こ の協定の有効期間は、 平成２ ０ 年４ 月１ 日から 平成２ １ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。  

 ２  こ の協定の期間満了日の１ ヶ 月前ま でに甲又は乙から の異議申し 立てがないと き には、 その期間

を引き 続き 次の１ 年間に延長する も のと し 、 以後も 同様と する 。  

 

 こ の協定の締結を証する ため、 本協定書を２ 通作成し 、 甲乙記名押印の上、 各自１ 通を保有する 。  

 

 

平成２ ０ 年４ 月１ 日 

 

甲   伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

    伊 勢市 

    伊勢市長  森 下 隆 生   

 

乙   津市鳥居町１ ９ 番地８  

    社団法人三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

    理 事長  長 谷 川   吉 久 
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様式第１ 号（ 第７ 条関係）  

 

 

 

 

業 務 報 告 書 
 

 

担 当 者 氏 名  

活 動 日 時 
       年  月   日    時   分から  

       年  月   日    時   分ま で 

応 援 の 場 所  

応 援 の 目 的  

被 害 の 状 況  

応 援 業 務 の 内 容  

そ の 他 必 要 な 事 項  
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２ ６  災害時における 帰宅困難者に対する 支援に関する 協定書（ 三重県石油商業組合伊

勢支部）  

 
 伊勢市（（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県石油商業組合伊勢支部（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 東海、 東

南海、 南海地震等大規模地震発生時における 帰宅困難者に対する 支援に関し 、 次のと おり 協定を締結す

る 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 市内において地震によ る 災害が発生し 、 交通が途絶し た場合において生じ る 帰宅

困難者を支援する ため、 必要な事項を定める 。  

（ 支援の内容）  

第２ 条 甲は、 乙に対し て、 乙の組合員の給油所において、 帰宅困難者に対する 一時休憩所、 水道水、

ト イ レの提供及び地図等によ る 道路情報、 ラ ジオ等で得た通行可能な道路情報等の提供を要請する こ

と ができ る 。  

２  甲は、 乙に対し て、 乙の組合員の給油所付近の道路状況及び付近の被害状況について報告を求める

こ と ができ る 。  

３  甲及び乙は、 前項に定めのない事項について、 相互に要請する こ と ができ る 。  

（ 支援の実施）  

第３ 条 甲及び乙は、 前条の規定によ る 要請を受けたと き は、 その緊急に鑑み、 可能な範囲において、

帰宅困難者に対する 支援を実施する も のと する 。  

（ 経費の負担）  

第４ 条 前条に規定する 支援に要する 経費は、 当該支援を実施し た者が負担する も のと する 。  

（ 情報の交換）  

第５ 条 甲及び乙は、 こ の協定が円滑に運用さ れる よ う 、 平素から 必要に応じ 情報の交換を行う も のと

する 。  

( 協力組合員名簿の提出)  

第６ 条 乙は、 所属する 組合員のう ち、 こ の協定に基づく 支援に協力でき る 者の名簿を毎年 1 回提出す

る も のと する 。  

（ 協議事項）  

第７ 条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲乙が協議し て定め

る も のと する 。  

（ 協定の有効期間）  

第８ 条 こ の協定は、 協定締結の日から 効力を有し 、 甲又は乙が、 こ の協定を終了さ せる 意思表示がな

い限り その効力は継続する も のと する 。  

   

 

こ の協定を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙、 は押印のう え各１ 通を保有する も のと する 。  

 

平成２ ０ 年９ 月４ 日 

 

甲： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市  

伊勢市長  森 下 隆 生        

 

乙： 三重県伊勢市二見町溝口７ ５ ―２  

三重県石油商業組合伊勢支部 

支部長   塩  地  康  司  
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２ ７  災害時における 石油類燃料の供給に関する 協定書（ 三重県石油商業組合伊勢支部）  

 
 伊勢市（（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県石油商業組合伊勢支部（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 伊勢市内

に地震、 風水害、 大火災、 その他の災害が発生し た場合及び大規模地震対策特別措置法（ 昭和５ ３ 年法

律第７ ３ 号） 第２ 条第１ ３ 号の規定によ る 警戒宣言が発せら れた場合（ 以下「 災害時」 と いう 。） に、 相

互に協力し て被災者及び避難者（ 以下「 被災者等」 と いう 。） の救援活動を円滑に行なう ため、 次のと お

り 協定を締結する 。  

（ 協力体制の確保）  

第１ 条 災害時に必要な石油類燃料の調達及び安定供給を行なう ため、 甲は、 乙に対し ての情報の提供

及び必要な要請を行ない、 乙は、 組合員に対し て必要な指示・ 指導を行なう も のと する 。  

２  乙は、 災害時の石油類燃料の調達及び安定供給に関する 協定を締結する にあたり 、 本協定に協力す

る 組合員（ 以下「 協力組合員」 と いう 。） の名簿を作成し 、 甲の要請に備える こ と と する 。  

（ 協力の要請）  

第２ 条 甲は、 災害時において石油類燃料を必要と する 場合、 乙に対し て石油類燃料の供給及び石油類

燃料の運搬について要請する こ と ができ る 。  

（ 要請への協力）  

第３ 条 乙は、 前条の規定によ る 要請を受けたと き は、 その緊急に鑑み、 可能な範囲において、 石油類

燃料の優先供給及び運搬に協力する と と も に協力組合員に必要な指示・ 指導を行なう も のと する 。  

（ 石油類燃料の供給）  

第４ 条 石油類燃料を優先供給する 者は、 協力組合員の中から 乙が指定する も のと する 。  

（ 石油類燃料の運搬）  

第５ 条 石油類燃料を運搬する 者は、 協力組合員の中から 乙が指定する も のと する 。 ただし 、 乙が指定

でき ない場合は、 甲又は甲が指定する 者が行なう も のと する 。  

２  石油類燃料の引渡し は、 甲の指定する 場所と し 、 甲は、 当該引渡し 場所に職員を派遣し 、 納品を確

認の上、 引き 取る も のと する 。  

（ 費用の負担）  

第６ 条 前２ 条に規定する 石油類燃料の対価及び運搬に要する 費用は、 甲が負担する も のと する 。  

２  前項に規定する 対価及び費用は、 乙が指定し た協力組合員が提出する 出荷確認書に基づき 、 災害時

直前における 適正価格を基準と し て、 甲乙協議の上、 決定する も のと する 。  

（ 補償）  

第 7 条 甲は、 第５ 条の規定によ り 、 甲又は乙の指定によ り 運搬に従事し た者が、 その責に帰する こ と

ができ ない事由によ り 、死亡し 、負傷し 、若し く は疾病にかかり 、又は障がいの状態になったと き は、

「 災害に伴う 応急措置の業務に従事し た者に対する 損害補償に関する 条例」（ 昭和３ ７ 年１ ０ 月１ ３

日三重県条例第４ ６ 号） の規定に準じ て、 その損害を補償する も のと する 。  

( 協力組合員名簿の提出)  

第８ 条 乙は、 協力組合員の名簿を毎年 1 回甲に提出する も のと する 。  

（ 価格高騰の防止）  

第９ 条 乙は、 災害時において石油類燃料価格の高騰の防止に努める も のと する 。  

（ 防災意識の向上）  

第１ ０ 条 乙は、 組合活動を通じ て、 日常的に石油類燃料の備蓄、 緊急対応設備の整備等組合員の防災

意識の向上に努め、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行なう も のと する 。  

（ 災害時の協力事項の発動）  

第１ １ 条 こ の協定に定める 災害時の協力事項は、 原則と し て、 甲が「 伊勢市災害対策本部」（ 警戒宣言

が発せら れた場合にあっては、「 伊勢市地震災害警戒本部」） を設置し 、 乙に対し て要請を行なったと

き をも って発動する 。  

（ 協議事項）  

第１ ２ 条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲乙が協議し て定

める も のと する 。  

（ 協定の有効期間）  

第１ ３ 条 こ の協定は、 協定締結の日から 効力を有し 、 甲又は乙が、 こ の協定を終了さ せる 意思表示が

ない限り その効力は継続する も のと する 。   
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こ の協定を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙押印の上、 各１ 通を保有する も のと する 。  

 

平成２ ０ 年９ 月４ 日 

 

甲： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市  

伊勢市長  森 下 隆 生        

 

 

乙： 三重県伊勢市二見町溝口７ ５ ―２  

三重県石油商業組合伊勢支部 

支部長   塩  地  康  司  
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２ ８  災害時における 緊急通行妨害車両等の排除業務に関する 協定書（ 三重県レ ッ カー

事業協同組合）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県レ ッ カー事業協同組合（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 乙の社会貢

献活動の一環と し て、 伊勢市内において大規模な災害等が発生し た場合及び大規模地震対策特別措置法

第２ 条第１ ３ 号の規定によ る 警戒宣言が発せら れた場合（ 以下「 災害時」 と いう 。） に、 災害応急対策と

し て実施する 緊急通行車両の通行の妨害と なる 車両その他の物件の排除業務（ 以下「 車両等排除業務」

と いう 。） の要請に関し 、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 協力要請）  

第１ 条 甲は、 災害時において、 緊急通行車両等の通行を確保する ために乙の協力を得る 必要がある と

き は、 乙に対し 、 車両等の除去について協力を要請する こ と が出来る 。  

２  前項の規定によ る 要請は、 次の事項を指定し て文書で行う 。 ただし 、 文書で要請する いと ま がない

と き は、 電話又は口頭で要請し 、 その後速やかに文書を送付する も のと する 。  

（ １ ）  災害発生の日時、 場所及び災害の状況 

（ ２ ）  通行妨害車両等の場所、 路線名及び種別、 台数等 

（ ３ ）  現場責任者の職及び氏名 

（ ４ ）  連絡方法、 その他必要な事項 

（ 業務の実施）  

第２ 条 乙は、 前条の規定によ り 要請を受けたと き は、 所属組合員の所有する 車両、 装備等の範囲内で

可能な限り 車両等排除業務を実施さ せる も のと する 。  

２  前項の規定によ る 車両等排除業務を行う 乙の組合員及び当該業務に従事する 者（ 以下「 従事者」 と

いう 。） は、 前条第２ 項によ り 甲の指定する 現場責任者の指示に従い車両等排除業務を実施する も の

と する 。  

（ 経費負担)  

第３ 条 活動に関する 経費については、 乙の負担と する 。  

（ 損害補償）  

第４ 条 こ の協定に基づく 業務の実施によ り 、 交通事故その他やむをえない事由によ り 、 乙の組合員及

び従事者が損害を受けた場合は、 乙及び乙の組合員又は従事者が加入する 公的な災害補償又は損害保

険、 事故等の原因と なった第三者から の損害補償（ 以下「 補償等」 と いう 。） の適用を原則と する 。  

  ただし 、 その責に帰する こ と ができ ない事由によ り 従事者が死亡し 、 負傷し 、 若し く は疾病にかか

り 、又は障がいの状態と なった場合であって、災害対策基本法その他関係する 法律又は条例（ 以下「 関

係法令」 と いう 。） で定める 補償等の要件に該当する と き は、 関係法令の規定に基づき 、 その者又はそ

の者の遺族若し く は被扶養者がこ れら の原因によ って受ける 損害を補償する も のと する 。  

（ 除去対象車両等の破損の補償）  

第５ 条 車両等排除業務の実施にあたり 、 第２ 条の規定によ り 除去活動に従事し た者が除去の対象と な

る 車両その他の物件を破損し た場合、 若し く は他人に損害を与えた場合には、 甲が損失を補償する 。 

  ただし 、 故意又は重大な過失によ る 場合は、 乙又は従事者の責任において賠償する 。  

（ 状況報告)  

第６ 条 甲は、 こ の規定に基づく 業務が円滑に行われる よ う 、 乙に対し 、 組合員名簿及び組合員の保有

する 車両台数等について、 報告をも と める こ と ができ る も のと する 。  

（ 協議）   

第７ 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に定めた事項について疑義が生じ たと き は、法令の定

めによ る ほか、 その都度、 甲乙協議し て定める も のと する 。  

（ 有効期限）  

第８ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終

了を通知し ない限り 、 その効力を継続する も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、本書２ 通を作成し 、甲、乙記名押印のう え、各自その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ２ 年２ 月５ 日 

 

 

            甲   伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

                伊勢市 

                伊勢市長  鈴 木  健  一  

 

 

            乙    津市住吉町２ 番３ ０ 号 

              三重県レッ カー事業協同組合 

                理事長  北  森  浩 貴 
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２ ９  災害発生時における 災害応急工事に関する 協定書（（ 社） 三重県造園建設業協会南

勢支部）  

 

 伊勢市（ 伊勢市水道事業及び伊勢市下水道事業を含む。 以下「 甲」 と いう 。 ） と （ 社） 三重県造園建設

業協会南勢支部（ 以下「 乙」 と いう 。 ） は、 地震、 津波、 風水害その他の災害（ 以下「 災害」 と いう 。 ）

が発生し た場合の調査及び緊急に復旧する 工事（ 以下「 災害応急工事」 と いう 。 ） の施工に関し て、 次の

と おり 協定を締結する 。  

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 災害によ り 甲の管理する 道路・ 河川・ 公園・ 建築物等施設・ 管路等施設（ 以下「 公

共施設」 と いう 。 ） に災害が発生し た際に、 甲と 乙が協力し 連絡調整を図り 、 速やかに調査及び災害応

急工事を実施し 、公共施設の機能の確保及び回復並びに被害の拡大及び二次災害の防止を図る こ と を目

的と する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において調査と は、 公共施設の被災状況把握及び災害応急工事の計画・ 施工に必要なも

のと する 。  

２  こ の協定において災害応急工事と は、 公共施設の機能の確保、 被害の拡大防止、 二次災害の防止など

緊急に対策が必要な場合における 仮復旧工事と する 。  

（ 協力要請）  

第３ 条 甲は、 災害応急工事を実施する 必要がある 際には、 乙に協力を要請する 。  

２  乙は、 前項の要請があった際は、 災害応急工事の実施について甲に協力する も のと する 。  

（ 要請の方法）  

第４ 条 甲は、 前条に掲げる 協力要請を乙に行う 際には、 甲と 乙が協議の上、 別紙によ り 乙の構成員に要

請する も のと する 。  

２  前項に規定する 要請書によ る 要請について、 特に急を要する 場合や、 書面によ る 連絡が不可能な場合

などは、 甲は、 口頭での要請も 行える も のと する が、 こ の場合でも 遅滞なく 乙の構成員に対し て書面に

よ る 要請を行う も のと する 。  

（ 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ーク ）  

第５ 条 甲及び乙は協力要請や情報共有のため、 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ーク （ 以下「 ネッ ト ワ ーク 」

と いう 。 ） を確立する も のと する 。  

２  甲及び乙は、 前項の体制に変更が生じ た場合、 速やかに新たなネッ ト ワ ーク を作成し 、 協定者間のネ

ッ ト ワ ーク の確立を図る も のと し 、 毎年６ 月末までに相手方に情報を提供する も のと する 。  

３  第１ 項に掲げる ネッ ト ワ ーク に係る 協議を円滑に行う ため、 乙はこ の協定の締結後、 速やかに次に掲

げる 資料を整え、 甲に提出する も のと する 。  

 ( 1)  構成員名簿（ 所在地、 連絡担当者、 休日・ 夜間連絡先等）  

 ( 2)  構成員ごと の保有・ 備蓄資機材リ スト  

 ( 3)  構成員ごと の人員体制リ ス ト （ 土木施工管理者、 造園施工管理者、 重機オペレータ ー、 作業員等） 

（ 災害応急工事の実施）  

第６ 条 乙の構成員は、第３ 条の要請に基づき 災害応急工事を実施する 際には、別紙受諾書を甲に提出し 、

甲の指示に従い災害応急工事を実施する も のと する 。  

２  甲の要請する 災害応急工事、及び前項で乙が実施する 災害応急工事の内容については下記のと おり と

する 。  

 ( 1)  公共施設状況の調査 

 ( 2)  崩土、 倒木等の交通障害物の除去 

 ( 3)  被害拡大防止措置 

 ( 4)  仮復旧及び仮設工事 

 ( 5)  応急建築資材の収集 
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 ( 6)  その他必要な措置 

（ 費用の精算）  

第７ 条 甲は、 第３ 条の協力要請によ り 乙の構成員が要し た費用について、 同条において実施さ れた内容

を確認し 、 甲が採用する 積算基準等によ り 精算を行なう 。  

（ 従事者の災害補償）  

第８ 条 第３ 条の規定に基づく 要請によ り 災害応急工事に従事し た者が、 当該工事によ り 負傷し 、 若し く

は疾病にかかり 、 又は死亡し た場合の災害補償は、 ｢労働者災害補償保険法（ 昭和22年法律第50号） 」 に

よ り 行なう も のと する 。  

（ 防災訓練への参加）  

第９ 条 本協定の実効性を確保する ために、 甲は乙に対し 、 甲が主催する 防災訓練への参加を要請する こ

と ができ る 。  

（ 有効期間）  

第10条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 平成22年３ 月31日ま でと する 。 ただし 、 期間満了の日

から １ ヶ 月前までに、 甲と 乙のどこ から も 協定解除の申し 出がない場合は、 期間満了の翌日から 起算し

て１ 年間延長する も のと し 、 以後同様と する 。  

（ 協議事項）  

第11条 こ の協定に定めのない事項及び協定の内容に疑義を生じ たと き は、甲と 乙が協議の上定める も の

と する 。  

 

 こ の協定の締結証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙が記名押印のう え、 各自その１ 通を保有する 。 

 

 平成２ ２ 年２ 月１ ２ 日 

 

 

            甲： 三重県伊勢市岩淵１ 丁目７ 番29号 

              伊 勢市 

              伊 勢市長  鈴 木 健  一 

 

 

            乙： 三重県伊勢市小俣町明野563番地１  

              ( 社) 三重県造園建設業協会 

              南 勢支部 

              支 部長  橋 本  英  治  
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３ ０  災害時協力協定（ 独立行政法人 国立高等専門学校機構 鳥羽商船高等専門学校）  

 
 独立行政法人 国立高等専門学校機構 鳥羽商船高等専門学校（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢市（ 以下

「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内に大規模自然災害等が発生し た場合において、 乙が緊急対策を円滑に行う

ために甲の協力を要請する こ と について、 協定を締結する 。  

（ 協力内容）  

１  甲は、 次の事項について協力する 。  

 ( 1)  災害発生時における 被災者を救援する ため、 鳥羽丸等所管する 船舶を運航する こ と 。  

 ( 2)  災害発生時における 被災者を救援する ための要員確保等体制を整備する こ と 。  

 ( 3)  救助要員の活動拠点や物資等の集積又は集配場所と し て支援する こ と 。  

 ( 4)  その他必要に応じ 、 支援する こ と 。  

（ 損害補償）  

２  こ の協定に基づく 協力の実施によ り 、 海難事故その他やむをえない事由によ り 、 甲の従事者が損害

を受けた場合は、 甲及び甲の従事者が加入する 公的な災害補償又は損害保険、 事故等の原因と なった

第三者から の損害補償の適用を原則と する 。 ただし 、 その責に帰する こ と ができ ない事由によ り 従事

者が死亡し 、 負傷し 、 若し く は疾病にかかり 、 又は障がいの状態と なった場合であって、 災害対策基

本法その他関係する 法律又は条例（ 以下「 関係法令」 と いう 。） で定める 補償等の要件に該当する と き

は、 関係法令の規定に基づき 、 その者又はその者の遺族若し く は被扶養者がこ れら の原因によ って受

ける 損害を補償する も のと する 。  

（ 協議）  

３  甲、 乙双方は、 本協定について疑義が生じ た場合、 協議の上、 解決する も のと する 。  

（ 有効期限）  

４  こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終了を

通知し ない限り 、 その効力を継続する も のと する 。  

 

 

こ の協定の締結を証する ため、本書２ 通を作成し 、甲、乙記名押印のう え、各自その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ２ 年２ 月２ ２ 日 

 

 

      甲  鳥羽市池上町１ 番１ 号 

         独立行政法人 国立高等専門学校機構 

         鳥羽商船高等専門学校長  山 田  猛  敏  

 

 

      乙  伊勢市岩渕１ 丁目７ 番29号 

         伊勢市 

         伊勢市長  鈴  木  健  一  
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３ １  三重県防災行政無線と 伊勢市防災行政無線（ 同報系） の全国瞬時警報シス テム使

用に関する 協定（ 三重県）  

 

（ 目的）  

第 1 条 三重県（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢市（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 三重県防災行政無線（ 衛星

系） シス テム（ 以下「 県衛星系」 と いう 。） を伊勢市防災行政無線（ 同報系） と 接続し て使用する にあ

たり 、 適正な管理運用等を確保する ため、 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 県衛星系受信設備の共用）  

第 2 条 乙は、 乙の全国瞬時警報シス テム（ 以下「 J-ALERT」 と いう 。） の構築のため、 三重県防災行政

無線の業務に支障のない範囲で県衛星系空中線装置及び県衛星系防災行政無線装置（ 以下「 県衛星系

受信設備」 と いう 。） を J-ALERTの受信設備と し て甲と 共用する も のと する 。  

２  前項の使用について、 乙は三重県公有財産規則第 20 条に基づく 「 行政財産貸付（ 使用許可） 申請

書」 を別途提出し 、 甲の許可を得る も のと する 。  

３  乙は、 県衛星系受信設備の使用に際し て、 甲又は第三者に損害を与えた場合、 その一切の責任を負

う も のと する 。  

（ 施設の保守・ 管理等）  

第 3 条 甲は県衛星系について、 乙は独自の J-ALERTについてそれぞれ保守・ 管理する も のと する 。 だ

だし 、 甲乙共用し て使用する 県衛星系受信設備に関する 保守・ 管理について、 乙は協力・ 負担する も

のと する 。  

２  前項ただし 書き の保守・ 管理に要する 負担区分は次のと おり と する 。  

（ 1）  保守・ 管理に要する 費用については、 甲及び乙の負担と する 。  

ただし 、 再整備並びに大規模修繕等に関する 費用の負担については、 別途甲乙協議のう え決定す

る も のと する 。  

（ 2）  電波法に基づく 無線局の費用については、 甲及び乙の当事者負担と する 。  

３  前項（ 1） 前段の乙の負担は、 既存の県衛星系の利用に含ま れる も のと し て、 追加負担は発生し ない

も のと する 。  

４  県衛星系受信設備の運用にあたっては、「 三重県防災行政無線運用規定集」 によ る も のと する 。  

（ 障害等）  

第 4 条 県衛星系受信設備等で点検、 工事等を実施する こ と によ り 県衛星系受信設備の使用が制限 

さ れる 場合には、 甲は乙に事前に連絡する こ と と する 。  

２  甲又は乙は、 県衛星系受信設備に異常を認めたと き は、 直ちに相互に連絡する も のと する 。  

３  甲は、 県衛星系受信設備に障害が発生し たと き は、 直ちに復旧に努める と と も に、 障害の状況、 復

旧見込等をすみやかに乙に連絡する も のと する 。  

４  乙の過失によ り 、 県衛星系受信設備を破損さ せたと き には、 その旨を速やかに甲に連絡の上、 自己

の負担によ り 現状に回復する も のと する 。  

５  県衛星系受信設備の使用に際し 、 構造・ 機器劣化等に起因し 被った不慮の障害等、 若し く は第三者

へ与えた損害、 第三者によ る 妨害その他について、 いたなる 事由があっても 、 甲は責を負う も のでは

ない。 だだし 、 県衛星系受信設備の障害については、 甲乙双方で調整・ 協力し てその復旧に万全の措

置を行う も のと する 。  

（ 資料・ 情報等の提供）  

第 5 条 甲及び乙は、 県衛星系及び J-ALERTの業務を実施する にあたり 必要と なる 資料、 情報等 

に関し 、 無償で提供する も のと する 。  

２  こ の協定に基づき 、 相互の情報交換を行う ため、 必要な連絡先等の情報を交換する も のと する 。  

（ シス テムの変更）  

第６ 条 甲又は乙は、 県衛星系受信設備又は J-ALERTを変更し よ う と する と き は、 あら かじ め工 

事の内容その他必要な事項について協議する も のと する 。  

（ 法令等の遵守）  

第７ 条 甲及び乙は、 電波法関係法令及びこ れら に基づき 定めら れた規則等を遵守し なければなら  

ない。  

（ 電波法に基づく 事務手続き ）  

第８ 条 甲又は乙は、 それぞれの無線局について電波法に基づく 申請、 報告等の必要が生じ たと き  

は、 所定の事務手続き を行わなければなら ない。  
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２  甲又は乙は、 申請等を行ったと き は、 すみやかに相手方に報告する も のと する 。  

（ 協定期間）  

第９ 条 こ の協定締結の日よ り 平成 23 年 3 月 31 日ま でと する 。  

  但し 、 期間満了から 1 ヶ 月前ま でに甲又は乙から 格段の意思表示がないと き は、 本契約は期間満了

の翌日から 1 年間有効に存続する も のと し 、 以後も ま た同様と する 。  

（ その他）  

第１ ０ 条 こ の協定に定める も ののほか必要の事項については、 その都度甲、 乙協議のう え定める  

も のと する 。  

 

 こ の協定を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え各自 1 通を保有する 。  

 

 平成２ ３ 年２ 月２ ５ 日 

 

 

          甲  住  所  津市広明町 13 番地 

             氏  名  三 重  県      

                  三重県知事  野 呂 昭 彦 
 

 

 

          乙  住  所  伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

             氏  名  伊勢市 

                  伊勢市長  鈴 木 健 一 
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３ ２  災害時の情報交換に関する 協定（ 国土交通省中部地方整備局）  

 
国土交通省中部地方整備局長（ 以下「 整備局長」 と いう 。） と 、 伊勢市長（ 以下「 市長」 と いう 。） と

は、 災害時における 各種情報交換に関し 、 次のと おり 協定する 。  

（ 目的）  

第 1 条 こ の協定は、 重大な災害が発生し 又は発生の恐れがある 場合において、 整備局長及び市長が必

要と する 各種情報交換について定め、 も って、 適切な災害対処に資する こ と を目的と する 。  

（ 情報交換の実施）  

第 2 条 整備局長及び市長と の情報交換の実施は、 次の状況において現地情報連絡員（ リ エゾン） が派

遣さ れている 間と する 。  

  一 伊勢市内に重大な災害が発生し 又は発生の恐れがある と き  

  二 伊勢市災害対策本部が設置さ れたと き  

  三 その他整備局長又は市長が必要と 認めたと き  

（ 情報交換の内容）  

第 3 条 整備局長及び市長の情報交換の内容は、 次のと おり と する 。  

  一 一般被害状況に関する こ と  

  二 公共土木施設（ 道路、 河川、 急傾斜地、 港湾施設、 都市施設等） 被害状況に関する こ と  

  三 その他必要な事項 

（ 現地情報連絡員（ リ エゾン） の派遣）  

第 4 条 第 2 条の各号いずれかに該当し 、 市長から 要請があった場合又は整備局長が必要と 判断し た場

合に、 整備局長から 市長が設置する 災害対策本部等に現地情報連絡員（ リ エゾン） を派遣し 情報

交換を行う も のと する 。 なお、 整備局長及び市長は、 相互の連絡窓口を明確にし ておき 派遣に関

し て事前に調整を図る も のと する 。  

（ 平素の協力）  

第 5 条 整備局長及び市長は、 必要に応じ 情報交換に関する 防災訓練及び防災に関する 地図等の資料の

整備に協力する も のと する 。  

（ 協議）  

第 6 条 本協定に疑義が生じ たと き 又は本協定に定めのない事項については、 その都度、 整備局長及び

市長が協議のう え、 こ れを定める も のと する 。  

 

本協定は 2 通作成し 、 整備局長及び市長が各 1 通を保有する 。  

 

   平成 23 年６ 月６ 日 

 

     名古屋市中区三の丸二丁目５ 番１ 号 

     国土交通省 中部地方整備局長   富田 英治 

 

 

     三重県伊勢市岩渕一丁目７ 番２ ９ 号 

                伊勢市長  鈴木 健一 
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３ ３  災害時における 動物救護活動に関する 協定書（ 公益社団法人三重県獣医師会伊勢

志摩支部）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 公益社団法人三重県獣医師会伊勢志摩支部（ 以下「 乙」 と いう 。） と

は、 伊勢市に大規模な地震、 津波、 風水害、 武力攻撃災害その他の災害（ 以下「 大規模災害」 と いう 。）

が発生し た場合において、 動物救護に関する 活動について、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 総則）  

第１ 条 こ の協定は、 大規模災害が発生し た場合に、 甲が行う 動物救護活動に対する 乙の協力に関し 、

必要な事項を定める も のと する 。  

（ 協力の要請等）  

第２ 条 甲は、 動物救護活動を実施する 必要が生じ た場合は、 乙に協力を要請する も のと する 。  

２  乙は、 前項の規定によ り 、 甲から 要請を受けた場合は、 特別な理由がない限り 、 直ちに動物救護活

動を行う も のと する 。  

３  乙は、 緊急を要する と 判断し た場合は、 甲の要請の有無にかかわら ず、 動物救護活動を行う こ と が

でき る 。  

４  乙は、 前項の規定によ り 、 動物救護活動を行った場合は、 こ のこ と を甲に報告する も のと する 。  

（ 動物救護活動の場所）  

第３ 条 乙は、 甲が指定する 避難所又は災害現場等に設置する 動物救護所、 及び乙の会員の保有する 診

療施設において、 動物救護活動を実施する も のと する 。  

（ 動物救護活動の内容）  

第４ 条 乙の業務の内容は、 次の事項と する 。  

（ １ ） 避難所における 動物救護所設置の協力 

（ ２ ） 動物救護所における 被災動物の管理及び飼養の指導 

（ ３ ） 負傷動物への医療処置 

（ ４ ） 負傷動物の医療施設への搬送の要否の決定 

（ ５ ） 被災動物に関する 情報の収集及び提供 

（ ６ ） 動物の死亡確認 

（ ７ ） 甲が行う 動物救護活動に対する 指導及び公衆衛生活動への協力 

（ ８ ） その他必要な応急業務 

（ 動物の収容）  

第５ 条 甲は、甲が指定する 避難所に市民が動物を同行し て避難する 際には、動物収容設備（ ケージ等）

の携行を促し 、 乙はこ れに協力する も のと する 。 なお、 本条における 動物と は、 一般家庭で飼育さ れ

ている 犬、 猫、 鳥、 その他小動物と する 。  

（ 費用弁償）  

第６ 条 本協定に基づき 乙が実施する 動物救護活動において、 必要と する 医薬品、 機材、 飼料、 その他

の物品等の費用は、 原則と し て甲が負担する も のと する 。 ただし 、 乙は、 ボラ ンティ アの活用、 寄付

金の利用並びに企業、 団体及び個人によ る 寄付物品を用いる 等の方法で、 甲の負担を最小限にする よ

う 努める 。  

２  前項の規定によ る 費用弁償等の額については、 甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

（ 損害の処置）  

第７ 条 業務の実施に伴い、 甲及び乙双方の責に帰さ ない理由によ り 第三者に損害を及ぼし たと き 、 又

は機材等に損害が生じ たと き は、 乙はその事実の発生後直ちにその状況を甲に報告し 、 その処置につ

いて、 甲乙が協議し て定める も のと する 。  

（ 災害補償）  

第８ 条 甲は、 その要請によ り 第４ 条各号の業務を行った会員が、 その為に死亡し 、 負傷し 、 若し く は

疾病にかかり 、 又は障害の状態になった場合であって、 災害対策基本法その他関係する 法律又は条例

（ 以下「 関係法令」と いう 。）で定める 損害補償等の要件に該当する と き は、関係法令の規定に基づき 、

その者又はその者の遺族若し く は被扶養者に対し 補償する も のと する 。 ただし 、 当該従事者が事故等

の原因と なった第三者から 損害賠償を受けたと き は、 同一事故については、 こ れら の額の限度におい

て補償の責を免れる 。  

（ 連絡調整）  
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第９ 条 甲及び乙は、 こ の協定の円滑な実施を図る ため、 それぞれ連絡責任者を定め、 年１ 回以上相互

に連絡先を確認する も のと する 。  

（ 防災訓練）  

第10条 乙は、 甲が実施する 防災訓練に積極的に参加する よ う 努める も のと する 。  

（ 平常時の飼主への周知等）  

第11条 甲及び乙は、 飼主に対し 、 平常時から 次の事項について、 大規模災害時に必要なこ と と し て周

知等に努める も のと する 。  

（ １ ） 避難する 場合には、 動物の管理等自己の責任によ る 措置を講ずる こ と  

（ ２ ） 鑑札や注射済証、 マイ ク ロ チッ プ等の装着や所有者名及び連絡先を記載し た首輪の装着を行なう

等、 飼主である こ と を明ら かにする ための措置を講ずる こ と  

（ ３ ） 避難所等において必要と なる 躾を講ずる こ と  

（ ４ ） その他大規模災害時に備えておく べき こ と  

（ 協議）  

第12条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定の解釈に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度甲乙が

協議し て決定する も のと する 。  

（ 有効期間）  

第13条 こ の協定は、 平成23年６ 月22日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定

の終了を通知し ない限り 、 その効力を継続する も のと する 。  

 

 こ の協定の証と し て、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各１ 通を保有する も のと する 。  

 

平成23年６ 月22日 

 

 

甲 伊勢市 

  

伊勢市長  鈴木 健一 

 

 

乙 公益社団法人三重県獣医師会伊勢志摩支部 

     

支部長  西村 真一 
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３ ４  災害救助用米穀の緊急引渡し についての協定書（ 三重県）  

 

 三重県知事 鈴木英敬（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県伊勢市長 鈴木健一（ 以下「 乙」 と いう 。） と

は、災害救助法又は武力攻撃事態等における 国民の保護のための措置に関する 法律（ 以下「 国民保護法」

と いう 。） が発動さ れた場合に災害救助用米穀の緊急引渡し を円滑に実施する ため、 次の事項について

協定し 互いに誠意をも ってその履行を確約する も のと する 。  

記 

１  乙は災害地の罹災者並びに救助作業、 災害防止及び緊急復旧作業の従事者に対し 応急食糧の供給を

実施する 必要がある と 認めたと き は、 事前に甲に所定の手続き をし 、 甲の指示を受ける も のと する 。

だだし 、 乙が交通・ 通信の途絶のため事前に甲の指示を受けら れず、 災害救助法又は国民保護法発動

期間中に災害救助用米穀の供給を実施する 必要がある 場合は、 農林水産省所管部局に直接連絡要請す

る こ と ができ る も のと し 、 必ず甲に連絡する と と も に、 甲に所定の手続き をする も のと する 。  

２  乙が１ によ り 緊急引渡し を要請し 、 災害救助用米穀の引渡し を受けた場合は、 乙は速やかに倉庫別

取引数量をと り ま と め当該米穀の全数量について、 予定価格を基準と し て農林水産省所管部局長が決

定し た価格によ り 買受けする も のと する 。  

３  乙は管内届出事業者その他に対し て、 災害救助用米穀の供給の実施に関する 必要な措置を講じ てお

く も のと する 。  

４  甲は必要がある と 認めたと き は、 乙に対し その業務又は、 経理の状況に関し て質問、 帳簿書類その

他物件を調査し 、 又は参考と なる べき 報告、 若し く は資料の提出を求める こ と ができ る も のと する 。 

５  甲が乙に販売する 災害救助用米穀の価格については、 農林水産省所管部局長が、 災害救助法又は国

民保護法が発動さ れた直前の受託事業体に指示し た予定価格等を基準に決定する こ と を原則と し 、 決

定さ れた場合は、 甲はすみやかに乙に通知する も のと する 。 中間経費については、 現品取扱業者と 乙

の間に別途契約を締結し て清算する も のと する 。  

６  災害救助用米穀等の売買代金の延納措置（ 以下「 延納措置」 と いう 。） については、次のと おり と し 、

担保及び金利は徴し ないも のと する 。  

 ア 災害救助法が発動さ れ、 救助を行う 場合 

     延納措置の期間については、 30 日以内（ 次に掲げる 要件をすべて満たす場合は、 3 ヶ 月以内）

であって、 農林水産省所管部局長と 甲が協議し て決定し た期間と する 。  

   ａ  大規模な災害が発生し 、 災害対策基本法（ 昭和 36 年法律第 223 号） に基づき 政府が緊急災

害対策本部又は非常災害対策本部を設置し たこ と 。  

   ｂ  自衛隊の派遣が行なわれている こ と 。  

   ｃ  甲が 30 日を越える 延納措置を必要と する 旨の要請をし 、 農林水産省所管部局長がやむを得

ないを認める こ と 。  

イ  国民保護法が発動さ れ、 救助を行う 場合 

  3 ヶ 月以内であって農林水産省所管部局長と 甲が協議し 決定し た期間と する 。  

７  災害救助用米穀と し て引渡し を行う も のは正品に限る も のと し 、 事故品（ 損傷品等） の引渡し は行

わないも のと する 。  

８  こ の協定の期間は、 平成 23 年 7 月 1 日から 1 年間と する 。  

   ただし 、 期間満了の 1 ヶ 月前ま でに甲、 乙いずれから も 文書によ る 申し 立てがない場合は、 さ ら

に 1 年間延長する も のと し 、 以後こ れに準じ て延長する も のと する 。  

９  こ の協定の証と し て、 本書 2 通を作成し 、 甲、 乙各々その 1 通を所持する も のと する 。  

 

平成２ ３ 年 ７ 月 １ 日 

 

            甲  三重県知事  鈴  木  英 敬      

 

            乙  三重県伊勢市長 鈴 木  健  一      
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３ ５  災害時における 応急生活物資等の調達の協力に関する 協定書（ 株式会社ぎゅ ーと ら ）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。 ） と  株式会社ぎゅ ーと ら  （ 以下「 乙」 と いう 。 ） と は、 伊勢市内に地

震、 風水害やその他によ る 災害が発生し 、 ま たは発生の恐れがある 場合（ 以下「 災害時」 と いう 。 ） に

際し 、 災害時の市民生活の安定を図る ため、 生活必需物資等（ 以下 ｢物資｣と いう ｡)  の調達の協力に関

する 事項について次のと おり 協定を締結する 。  

（ 要請）   

第１ 条 甲は、 災害時における 物資の確保を図る ため、 原則と し て甲が災害対策本部を設置し た際に、

物資を調達する 必要がある と 認める と き は、 乙又は乙の伊勢市内に存する 店舗（ 以下「 乙の各店」 と

いう 。 ） に対し 、 調達が可能な物資の供給を要請する こ と ができ る 。   

（ 物資の範囲）   

第２ 条 甲が乙に要請する 物資は、 次に掲げる も ののう ち要請時点で供給可能な物資と する 。   

（ １ ） 乙の各店が現に保有する 食品、  飲料水、 衣類、 日用品等 

（ ２ ） その他乙が供給可能な甲が指定する 物資  

（ 物資の要請手続等）   

第３ 条 甲の乙又は乙の各店に対する 要請手続は、様式１ をも って行う も のと する 。ただし 、緊急を要

する と き は、 口頭又は電話等をも って要請し 、 事後文書を提出する も のと する 。   

２  甲と 乙は連絡体制、 連絡方法、 連絡手段について、 支障をき たさ ないよ う 常に点検、 改善に努める も

のと する 。   

（ 物資の運搬）  

第４ 条 物資の運搬は、 原則と し て甲又は甲の指定する 者が行う も のと する 。 ただし 、 甲の運搬が困難

なと き は、 必要に応じ て乙に対し て運搬の協力を求める こ と ができ る 。  

（ 物資の価格、 支払い）   

第５ 条 第２ 条の物資の対価及び乙が行った運搬等の費用については甲が負担する も のと する 。   

２  前項に規定する 費用は、 乙が物資の供給及び運搬終了後、 乙の提出する 出荷確認書等に基づき 災害

時直前における 価格を基準と し 甲、 乙協議のう え速やかに決定し 支払いを行う も のと する 。   

（ 防災意識の向上）  

第６ 条 乙は、 日常的に社員の防災意識の向上に努め、 必要に応じ 、 甲又は自治会等が行う 防災訓練等

に参加する も のと し 、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行う も のと する 。  

２  乙は、 市民の防災意識の向上に資する ため、 甲と 協力し 、 平常時における 各店舗での防災啓発等に

努める も のと する 。  

（ 他協定と の調整）   

第７ 条 乙が三重県知事と 同様の協定を締結し ている 場合は、 本協定を優先する も のと する 。   

（ 協議）   

第８ 条 こ の協定に定める 事項を円滑に推進する ため、 甲及び乙は、 定期的に協議を行う も のと する 。  

（ 有効期間）   

第９ 条 こ の協定の有効期間は、 協定を締結し た日から 平成２ ４ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。 ただし 、 有

効期間満了日の前ま でに甲又は乙から 何ら の意思表示がないと き は、 こ の協定が更に１ 年間延長さ れ

たも のと みなし 、 以後こ の例によ る 。   

 

（ 雑則）   

第10条 こ の協定の実施に関し て必要な事項は、 甲と 乙が協議し て定める 。   

こ の協定の成立を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え各１ 通を保有する 。   

 

平成２ ３ 年７ 月８ 日 

 

              甲  伊 勢市岩渕１ 丁目７ 番29号 

                 伊 勢市 

                 伊 勢市長  鈴 木 健 一 

 

              乙  伊勢市西豊浜町655番地18 

                 株 式会社ぎゅ ーと ら  

                 代 表取締役社長  清 水 秀隆 
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様式１  

 

  年   月  日  

 

 株式会社ぎゅーと ら  御中 

 

 

 伊勢市長  鈴木 健一 

 

 

災害時における 応急生活物資等の調達協力要請書 
 

電話等によ る 連絡の日時     年   月  日      時   分 

要請する 物資の種類、 数量 

品 目 数量 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬   入   先  

所 在 地 ：  

名   称  ：               T EL 

現地担当者名：  

搬 入 希 望 日 時     年   月  日     時   分 

連 絡 担 当 者                    T EL 

備    考   

  

こ の FAXを受信さ れま し たら 、 すみやかに要請受諾の可否を 上記連絡担当者

宛に電話連絡し てく ださ い。  

 

                        伊勢市災害対策本部（ FAX 0596-20-3151）  
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３ ６  広告付き 避難場所看板の設置に関する 協定書（ テルウ ェ ル西日本株式会社）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と テルウ ェ ル西日本株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 伊勢市内に

おける 広告付き 避難場所看板（ 以下「 看板」 と いう 。） の設置について、 甲と 乙の協力に関し 必要な事項

について次の条項によ り 協定を締結する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市内に看板を設置する こ と によ り 、 市民に災害発生時の地域の避難場所を周

知する こ と 及び平常時から の防災意識を啓発する こ と を目的と する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において、次の各号に掲げる 用語の意義は、それぞれ当該各号に定める と こ ろによ る 。 

 （ １ ） 広告付き 避難場所看板 乙の実施し ている 広告事業のう ちのＮ Ｔ Ｔ 西日本株式会社所有の電柱

へ設置する 看板( 巻き 付け・ 突き 出し ) に、 民間企業などの広告と 併せて災害時の避難場所を記載す

る も のをいう 。  

 （ ２ ） 広告主 本協定の趣旨に賛同する 企業等をいう 。  

（ 避難場所等の情報提供）  

第３ 条 甲は、 看板の設置のために必要な情報を乙に提供し 、 本協定の趣旨の実現に必要な指導・ 協力

をする も のと する 。  

（ 乙の業務）  

第４ 条 乙は、 次に掲げる 事項を誠実に実行する も のと する 。  

 （ １ ） こ の協定の趣旨に適う 広告主を募り 、 看板の設置に必要な一切の手続き を行う こ と 。  

 （ ２ ） 設置さ れた看板に関する 維持管理及び住民から の申し 出等に対し ての対応を行う こ と 。  

 （ ３ ） 看板の設置状況につき 、 甲の求める と き 及び新規設置のあったと き に報告を行う こ と 。  

 （ ４ ） 避難場所の変更等によ り 、 看板の表示に訂正があったと き に必要な修正を行う こ と 。  

（ 看板の仕様・ 設置状況）  

第５ 条 看板の仕様・ 設置状況については「 三重県避難誘導標識等設置指針」 に従い、 甲と 協議の上、

法令等を遵守し 、 公序良俗に反し ないも のと する こ と 。  

２  看板に記載する 避難場所は、 看板設置場所から 最も 近い距離の避難場所を表示する こ と と する 。 但

し 、 地域の状況及び河川・ 道路等の事情によ り 、 こ れによ り 難い場合には、 甲乙協議の上、 決定する

も のと する 。  

（ 経費等）  

第６ 条 看板の設置にあたり 、 必要な一切の経費等は、 乙及び広告主が負担し 、 甲はその一切を負担し

ないも のと する 。  

（ 協議）  

第７ 条 こ の協定の実施に関し 必要と なる 事項及び協定に定めのない事項及び協定の解釈に疑義が生

じ た場合については、 甲と 乙が協議し て定める 。  

（ 有効期間）  

第８ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定終了

の通知をし ない限り 、 その効力は持続する も のと する 。  

 

甲と 乙は、 本協定書を２ 通作成し 、 それぞれ記名押印の上、 その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ３ 年７ 月１ ５ 日 

 

             甲   伊勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

                 伊 勢市 

                 伊 勢市長 鈴木 健一 

 

             乙   名古屋市中区松原３ 丁目 13 番 15 号 

                 テ ルウ ェ ル西日本株式会社 東 海支店 

                 取 締役東海支店長 熊 崎 孝雄 
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３ ７  広告付き 避難場所看板の設置に関する 協定書（ 中電興業株式会社）  

 
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 中電興業株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 伊勢市内における 広

告付き 避難場所看板（ 以下「 看板」 と いう 。） の設置について、 甲と 乙の協力に関し 必要な事項について

次の条項によ り 協定を締結する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市内に看板を設置する こ と によ り 、 市民に対する 災害発生時の地域の避難場

所を周知する こ と 及び平常時から の防災意識を啓発する こ と を目的と する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において、次の各号に掲げる 用語の意義は、それぞれ当該各号に定める と こ ろによ る 。 

 （ １ ） 広告付き 避難場所看板 乙の実施し ている 広告事業のう ちの中部電力株式会社所有の電柱へ設

置する 看板( 巻き 付け・ 突き 出し ) に民間企業などの広告と 併せて災害時の避難場所を記載する も の

をいう 。  

 （ ２ ） 広告主 本協定の趣旨に賛同する 企業等をいう 。  

（ 避難場所等の情報提供）  

第３ 条 甲は、 看板の設置のために必要な情報を乙に提供し 、 本協定の趣旨の実現に必要な指導・ 協力

をする も のと する 。  

（ 乙の業務）  

第４ 条 乙は、 次に掲げる 事項を誠実に実行する も のと する 。  

 （ １ ） こ の協定の趣旨に適う 広告主を募り 、 看板の設置に必要な一切の手続き を行う こ と 。  

 （ ２ ） 設置さ れた看板に関する 維持管理及び住民から の申し 出等に対し ての対応を行う こ と 。  

 （ ３ ） 看板の設置状況につき 、 甲の求める と き 及び新規設置のあったと き に報告を行う こ と 。  

 （ ４ ） 避難場所の変更等によ り 、 看板の表示に訂正があったと き に必要な修正を行う こ と 。  

（ 看板の仕様・ 設置状況）  

第５ 条 看板の仕様・ 設置状況については「 三重県避難誘導標識等設置指針」 に従い、 甲と 協議の

上、 法令等を遵守し 、 公序良俗に反し ないも のと する こ と 。  

２  看板に記載する 避難場所は、 看板設置場所から 最も 近い距離の避難場所を表示する こ と と する 。 但

し 、 地域の状況及び河川・ 道路等の事情によ り 、 こ れによ り 難い場合には、 甲乙協議の上、 決定する

も のと する 。  

（ 経費等）  

第６ 条 看板の設置にあたり 、 必要な一切の経費等は、 乙及び広告主が負担し 、 甲はその一切を負担し

ないも のと する 。  

（ 協議）  

第７ 条 こ の協定の実施に関し 必要と なる 事項及び協定に定めのない事項及び協定の解釈に疑義が生

じ た場合については、 甲と 乙が協議し て定める 。  

（ 有効期間）  

第８ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定終了

の通知をし ない限り 、 その効力は持続する も のと する 。  

 

甲と 乙は、 本協定書を２ 通作成し 、 それぞれ記名押印の上、 その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ３ 年７ 月１ ５ 日 

 

                甲  伊 勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

                    伊勢市 

                    伊勢市長  鈴 木 健一 

 

                乙  松阪市垣鼻町７ ２ ４ －３ 三央ビル２ Ｆ  

                    中電興業株式会社 松阪営業所 

                    所長  中 西 武 
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３ ８  災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置と 運営等に関する 協定書（ 社会福祉法人伊勢市

社会福祉協議会）  

 
 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう ｡)  と 社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会（ 以下「 乙」 と いう ｡） と の間に

おいて、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 災害が発生し た場合、 伊勢市内における ボラ ンティ ア活動を推進し 、 被災住民へ

のき め細やかな支援並びに被災地の迅速な復旧及び復興に寄与する ために、 災害ボラ ンティ アセンタ

ーの設置及び運営等に関し 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 用語）  

第２ 条 こ の協定において、 次の各号に掲げる 用語の意味は、 それぞれが当該各号に定める と こ ろによ

る 。  

（ １ ） 災害と は、 地震、 豪雨、 洪水その他の異常な自然現象よ り 生じ る 被害をいう 。  

（ ２ ） 災害ボラ ンティ アセンタ ーと は、 伊勢市内のボラ ンティ ア活動の調整等を行う ために、 伊勢市

地域防災計画に基づき 設置さ れる 機関をいう 。  

（ 設置協議）  

第３ 条 甲は、災害の発生に伴い多数のボラ ンティ アによ る 支援の必要が見込ま れる 場合、乙と 協議し 、

災害ボラ ンティ アセンタ ーを設置する 。  

２  前項の協議は、 次に掲げる 事項を明ら かにし て文書ま たは口頭によ り 行う 。 こ の場合、 口頭によ り

要請し たと き は、 後日、 速やかに文書を提出する も のと する 。  

（ １ ） 被害の状況及びボラ ンティ アによ る 支援内容 

（ ２ ） 設置期間の見込み 

（ ３ ） その他参考と なる 事項 

（ 運営協力）  

第４ 条 乙は、 前条の規定によ る 設置協議を受けたと き 、 業務上の支障又は止むを得ない理由がある 場

合以外は、 他の業務に優先し て災害ボラ ンティ アセンタ ーの運営に協力する も のと する 。  

（ 施 設）  

第５ 条 災害ボラ ンティ アセンタ ーと し て使用する 施設は、 甲が所有する ハート プラ ザみそのと する 。

ただし 、 当該施設が罹災し 、 使用する こ と が困難な場合には、 甲がこ れに代わる 場所を確保し 、 提供

する も のと する 。  

（ 資機材等の確保）  

第６ 条 甲と 乙は、 災害時における ボラ ンティ ア活動に必要な資機材等を相互に協力し て確保する も の

と する 。  

（ 運営方針）  

第７ 条 災害ボラ ンティ アセンタ ーは、 ボラ ンティ アの自主性を尊重し 、 その活動が効果的に行われる

ための環境整備に努める と と も に、 ボラ ンティ アと の協働関係を構築する こ と を基本理念と し て運営

さ れなければなら ない。  

（ 運 営）   

第８ 条 甲と 乙は協働のも と で、 災害ボラ ンティ アセンタ ーの円滑な運用に努める も のと する 。  

２  甲は、 広報活動を実施し 、 ま た乙は市内のボラ ンティ ア団体等への呼びかけを通じ 、 被災し ていな

い市民に対し ボラ ンティ ア活動への支援協力を依頼する 。  

（ 業務範囲）  

第９ 条 災害ボラ ンティ アセンタ ーは、 基本理念にのっと り 、 現地における ボラ ンティ アの活動拠点と

し て、 次に掲げる 業務を行う 。  

（ １ ） 被災住民のボラ ンティ アニーズの収集・ 集約 

（ ２ ） ボラ ンティ アの受付け、 登録及び保険の加入手続き  

（ ３ ） ボラ ンティ ア活動のコ ーディ ネート  

（ ４ ） 活動に必要な資機材等の貸与 

（ ５ ） 活動場所への移動手段の確保 

（ ６ ） ボラ ンティ アの健康管理及び安全確保 

（ ７ ） その他ボラ ンティ ア活動の推進に関し 必要と 認める 業務 
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２  前項各号に掲げる 業務の細目に関し 、 甲乙協議のう え、 運営マニュ アルを作成する と と も に、 訓練

等を通じ て内容を検証する など、 常にその改善に努める も のと する 。  

（ 設置期間）  

第 10 条 災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置期間は、被災住民のボラ ンティ アニーズの状況等を勘案し 、

甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

（ 連携協力）  

第 11 条 甲及び乙は、 災害ボラ ンティ アセンタ ーが果たす役割の重要性を深く 認識し 、 災害時はも と

よ り 、 平常時から 地域の住民や団体等と の良好な関係の維持に努める と と も に、 相互に緊密な連携協

力を図る も のと する 。  

２  災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置及び運営は、 ボラ ンティ ア団体等の協力を得て行う も のと する 。 

３  甲及び乙は、 災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置及び運営について、 活動でき る 人材を養成する も の

と する 。  

（ 費用負担）  

第 12 条 甲の協力要請に基づき 乙が活動を行った場合、 甲が必要と 認めた費用は、 甲が負担する も の

と する 。  

２  前項の費用負担につき 疑義が生じ たと き は、 甲乙協議の上負担すべき 額を決定する 。  

３  災害ボラ ンティ アセンタ ーの費用は、 甲が負担する 費用のほか民間団体等から の助成金及び寄付金

等をも って充当する 。  

（ 有効期限）  

第 13 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の

終了を通知し ない限り 、 その効力を継続する も のと する 。  

（ 協議）  

第 14 条 こ の協定の実施に関し 必要な事項及びこ の協定に定めのない事項は、 甲乙協議のう え決定す

る も のと する 。  

 

 こ の協定の締結を証する ため、 本協定書２ 通作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自１ 通を保有する 。  

 

平成 24 年１ 月 23 日 

 

     甲   伊勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

         伊勢市 

         伊勢市長  鈴 木 健一 
 

 

乙   伊勢市御薗町長屋 2767 番地 

社会福祉法人 伊勢市社会福祉協議会 

会 長  中北 隆敏 
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３ ９  津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用に関する 協定書（ 株式会社伊勢安

土桃山文化村）  

 
 津波発生時における 緊急避難施設と し ての施設使用に関し 、 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 株式会

社伊勢安土桃山文化村（ 以下「 乙」 と いう 。） と の間において、 次のと おり 協定する 。  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市内に津波が発生し 、 ま たは発生する 恐れがある 場合における 緊急避難施

設（ 以下「 津波緊急避難施設」 と いう 。） と し て、 乙の所有する 施設を使用する こ と についての必要

な事項を定める こ と を目的と する 。  

（ 使用用途）  

第２ 条 こ の協定によ る 施設使用用途は、 津波緊急避難施設と する 。  

（ 津波緊急避難施設の使用）  

第３ 条 乙は、 次に掲げる 施設（ 以下｢使用施設｣と いう 。） を津波緊急避難施設と し て、 地域住民等に

使用さ せる も のと し 、 甲は、 その周知に努める も のと する 。  

施設名称 伊勢・ 安土桃山文化村 

所 在 地 三重県伊勢市二見町三津1201番地１  

所 有 者 株式会社伊勢安土桃山文化村 

  使用場所 駐車場、 食事処 

  使用可能面積 駐車場100, 000㎡、 食事処1, 305㎡ 

  収容人数 駐車場約42, 000人、 食事処約550人 

（ 施設変更の報告）  

第４ 条 乙は、 使用可能な面積等に変更が生じ る 場合、 ま たは何ら かの事情によ り 津波緊急避難施設

と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第５ 条 使用施設の使用期間は、 地震によ る 強い揺れを感じ たと き 、 弱い地震であっても 長い時間ゆ

っく り と し た揺れを感じ たと き 、 ま たは津波警報が発表さ れたと き から 、 津波警報の解除等によ り

津波の恐れがなく なったと き ま でと する 。  

（ 費用負担）  

第６ 条 施設の使用料は、 無料と する 。  

（ 施設の解錠）  

第７ 条 津波緊急避難施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する 者が行う も のと する 。  

（ 施設・ 備品の破損時等の対応）  

第８ 条 使用施設が津波緊急避難施設と し て使用さ れた場合の施設・ 備品の破損については、 甲が復

旧に係る 費用を負担する も のと する 。 ただし 、 地震、 津波等の災害によ り 損傷し た箇所について

は、 こ の限り ではない。  

（ 避難時の事故等に係る 責任）  

第９ 条 乙は、 故意又は過失によ り 乙が責任を負う べき こ と が明ら かな場合を除き 、 使用施設に地域

住民が避難し た際に発生し た事故等に対する 責任を一切負わないも のと する 。  

（ 防災意識の向上）  

第10条 乙は、 日常的に職員の防災意識の向上に努め、 必要に応じ 、 甲又は近隣自治会等が行う 防災

訓練等に参加・ 協力する も のと し 、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行う も のと する 。  

（ 有効期間）  

第11条 こ の協定の締結期間は、 協定の日から 平成24年3月31日ま でと する 。  

２  前項の期間満了の日の１ か月前ま でに、 甲、 乙いずれかから 申し 出がない場合は、 こ の協定は期

間満了の日の翌日から 更に１ 年間更新さ れる も のと し 、 以降も 同様と する 。  
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（ 協議事項）  

第12条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度、 甲、 乙双

方が協議し て定める も のと する 。  

 

 上記協定の証と し て、 協定書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印の上、 各１ 通を保有する 。  

 

 平成24年２ 月20日 

 

甲  三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番29号 

   伊勢市 

   伊勢市長  鈴木 健一 

 

 

 

乙  三重県伊勢市二見町三津1201番地１  

   株式会社伊勢安土桃山文化村 

   代表取締役社長  木下 岩男 
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４ ０  津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用に関する 協定書（ シンフ ォ ニアテ

ク ノ ロ ジー株式会社）  

 

 津波発生時における 緊急避難施設と し ての施設使用に関し 、 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と シンフ

ォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。） と の間において、 次のと おり 協定する 。  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市内に津波が発生し 、 ま たは発生する 恐れがある 場合における 緊急避難施

設（ 以下「 津波緊急避難施設」 と いう 。） と し て、 乙の所有する 施設を使用する こ と についての必要

な事項を定める こ と を目的と する 。  

（ 使用用途）  

第２ 条 こ の協定によ る 施設使用用途は、 津波緊急避難施設と する 。  

（ 津波緊急避難施設の使用）  

第３ 条 乙は、 次に掲げる 施設（ 以下｢使用施設｣と いう 。） を津波緊急避難施設と し て、 地域住民等に

使用さ せる も のと し 、 甲は、 その周知に努める も のと する 。  

施設名称 シンフォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社 

伊勢製作所 総合ビル 

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社 

五十鈴寮 

所 在 地 三重県伊勢市竹ケ鼻町100 三重県伊勢市神社港107－5 

所 有 者 シンフォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社 シンフォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社 

構 造 等 鉄骨造 ６ 階建て 鉄筋コ ンク リ ート 造 ６ 階建て 

建築年月 平成20年4月 平成19年3月 

使用場所 多目的ホール、 各階の廊下、 会議室 研修室、 各階の廊下 

収容人数 約2, 500人 約500人 

（ 施設変更の報告）  

第４ 条 乙は、 使用施設の増改築等によ り 、 当該建物の面積等に変更が生じ る 場合、 ま たは何ら かの

事情によ り 津波緊急避難施設と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第５ 条 使用施設の使用期間は、 地震によ る 強い揺れを感じ たと き 、 弱い地震であっても 長い時間ゆ

っく り と し た揺れを感じ たと き 、 ま たは津波警報が発表さ れたと き から 、 津波警報の解除等によ り

津波の恐れがなく なったと き ま でと する 。  

（ 費用負担）  

第６ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 施設の解錠）  

第７ 条 津波緊急避難施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する 者が行う も のと する 。  

（ 施設・ 備品の破損時等の対応）  

第８ 条 使用施設が津波緊急避難施設と し て使用さ れた場合の施設・ 備品の破損については、 甲が復

旧に係る 費用を負担する も のと する 。 ただし 、 地震、 津波等の災害によ り 損傷し た箇所について

は、 こ の限り ではない。  

（ 避難時の事故等に係る 責任）  

第９ 条 乙は、 故意又は過失によ り 乙が責任を負う べき こ と が明ら かな場合を除き 、 使用施設に地域

住民が避難し た際に発生し た事故等に対する 責任を一切負わないも のと する 。  

（ 防災意識の向上）  

第10条 乙は、 日常的に職員の防災意識の向上に努め、 必要に応じ 、 甲又は近隣自治会等が行う 防災

訓練等に参加・ 協力する も のと し 、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行う も のと する 。  

（ 有効期間）  

第11条 こ の協定の締結期間は、 協定の日から 平成24年３ 月31日ま でと する 。  

２  前項の期間満了の日の１ か月前ま でに、 甲、 乙いずれかから 申し 出がない場合は、 こ の協定は期

間満了の日の翌日から 更に１ 年間更新さ れる も のと し 、 以降も 同様と する 。  

（ 協議事項）  

第12条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度、 甲、 乙双

方が協議し て定める も のと する 。  
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 上記協定の証と し て、 協定書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印の上、 各１ 通を保有する 。  

 

 平成24年２ 月20日 

 

甲  三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番29号 

   伊勢市 

   伊勢市長  鈴木 健一 

 

 

 

乙  三重県伊勢市竹ケ鼻町100 

   シンフォ ニアテク ノ ロ ジー株式会社 

   伊勢製作所 

   常務取締役 伊勢製作所長  古谷 浩三 
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４ １  津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用に関する 協定（ 社会福祉法人 洗

心福祉会）  

 
 津波発生時における 緊急避難施設と し ての施設使用に関し 、 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 社会福

祉法人 洗心福祉会（ 以下「 乙」 と いう 。） と の間において、 次のと おり 協定する 。  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市内に津波が発生し 、 ま たは発生する 恐れがある 場合における 緊急避難施

設（ 以下「 津波緊急避難施設」 と いう 。） と し て、 乙の所有する 施設を使用する こ と についての必要

な事項を定める こ と を目的と する 。  

（ 使用用途）  

第２ 条 こ の協定によ る 施設使用用途は、 津波緊急避難施設と する 。  

（ 津波緊急避難施設の使用）  

第３ 条 乙は、 次に掲げる 施設（ 以下｢使用施設｣と いう 。） を津波緊急避難施設と し て、 地域住民等に

使用さ せる も のと し 、 甲は、 その周知に努める も のと する 。  

施設名称 社会福祉法人 洗心福祉会 

ふたみシルバーケア豊壽園 

所 在 地 三重県伊勢市二見町三津855 

所 有 者 社会福祉法人 洗心福祉会 

構 造 等 鉄筋コ ンク リ ート 造 ３ 階建て 

建築年月 平成15年３ 月 

  使用場所 各階の廊下、 会議室、 居室 

  収容人数 約100人 

（ 施設変更の報告）  

第４ 条 乙は、 使用施設の増改築等によ り 、 当該建物の面積等に変更が生じ る 場合、 ま たは何ら かの

事情によ り 津波緊急避難施設と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第５ 条 使用施設の使用期間は、 地震によ る 強い揺れを感じ たと き 、 弱い地震であっても 長い時間ゆ

っく り と し た揺れを感じ たと き 、 ま たは津波警報が発表さ れたと き から 、 津波警報の解除等によ り

津波の恐れがなく なったと き ま でと する 。  

（ 費用負担）  

第６ 条 施設の使用料は、 無料と する 。  

（ 施設の解錠）  

第７ 条 津波緊急避難施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する 者が行う も のと する 。  

（ 施設・ 備品の破損時等の対応）  

第８ 条 使用施設が津波緊急避難施設と し て使用さ れた場合の施設・ 備品の破損については、 甲が復

旧に係る 費用を負担する も のと する 。 ただし 、 地震、 津波等の災害によ り 損傷し た箇所について

は、 こ の限り ではない。  

（ 避難時の事故等に係る 責任）  

第９ 条 乙は、 故意又は過失によ り 乙が責任を負う べき こ と が明ら かな場合を除き 、 使用施設に地域

住民が避難し た際に発生し た事故等に対する 責任を一切負わないも のと する 。  

（ 防災意識の向上）  

第10条 乙は、 日常的に職員の防災意識の向上に努め、 必要に応じ 、 甲又は近隣自治会等が行う 防災

訓練等に参加・ 協力する も のと し 、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行う も のと する 。  

（ 有効期間）  

第11条 こ の協定の締結期間は、 協定の日から 平成24年３ 月31日ま でと する 。  

２  前項の期間満了の日の１ か月前ま でに、 甲、 乙いずれかから 申し 出がない場合は、 こ の協定は期

間満了の日の翌日から 更に１ 年間更新さ れる も のと し 、 以降も 同様と する 。  

（ 協議事項）  

第12条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度、 甲、 乙双

方が協議し て定める も のと する 。  

 



229 

 

 上記協定の証と し て、 協定書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印の上、 各１ 通を保有する 。  

 

 平成24年２ 月20日 

 

甲  三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番29号 

   伊勢市 

   伊勢市長 鈴木 健一 

 

 

 

乙  三重県津市本町26番地13号 

   社会福祉法人 洗心福祉会 

   理事長 山田 俊郎 
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４ ２  地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する 協定（ いせ有志協力会）  

 
伊勢市、 伊勢市水道事業及び伊勢市下水道事業（ 以下「 甲」 と いう 。） と いせ有志協力会（ 以下「 乙」

と いう 。） は、 地震・ 津波・ 風水害等の災害（ 以下「 災害」 と いう 。） が発生し た場合の調査及び緊急に

復旧する 工事（ 以下「 災害応急工事」 と いう 。） の施工に関し て次のと おり 協定する 。  

（ 目的）  

第 1 条 こ の協定は、 甲の管理する 道路、 河川、 水道施設及び下水道施設等の公共土木施設（ 以下「 公

共施設」 と いう 。） に災害が発生し た際に、 甲及び乙が協力し 連絡調整を図り 、 速やかに調査及び災害

応急工事を実施し 、 機能の確保及び回復を図る こ と を目的と する 。  

 ま た、 大規模地震等に際し ては、 甲の管理する 道路以外の主要道路の状況についても 甲及び乙が協

力し 、 緊急輸送に必要な道路の確保について状況調査を行う も のと する 。  

（ 定義）  

第 2 条 こ の協定において「 調査」 と は、 公共施設と 緊急輸送に必要な道路の被災状況把握及び災害     

応急工事の計画・ 施工に関する 調査と する 。  

２  「 災害応急工事」 と は２ 次災害の発生・ 誘発の恐れがある 場合及び緊急物資や復旧作業に係る 人員

輸送ルート の確保等緊急に対策が必要な場合における 仮復旧工事及び仮設工事等と する 。  

（ 協力要請）  

第３ 条 甲は、 災害の調査及び災害応急工事を実施する 必要がある 際は、 乙に協力を要請する 。  

２  乙は前項の要請があった際は、 調査及び災害応急工事の実施について甲に協力する も のと する 。  

（ 緊急連絡応援体制）  

第４ 条 甲及び乙は、 協力要請や情報共有のため、 別紙のと おり 緊急連絡網（ 以下「 連絡網」 と いう 。）

を確立する も のと する 。  

２  甲及び乙は、 年度当初及び前項の体制に変更が生じ た場合に、 速やかに連絡網の交換を行う も のと

する 。  

（ 要請の方法）  

第５ 条 甲は、第３ 条第１ 項に掲げる 協力要請を行う 際は、乙に別紙要請書によ り 要請する も のと する 。 

（ 災害応急工事及び調査の実施）  

第６ 条 乙は、 甲の指示に従い災害応急工事及び調査を実施する も のと する 。 但し 、 緊急を要する 場合

で連絡が不可能である 場合は、 乙の判断によ り 災害応急工事、 調査を実施する も のと する 。  

１  前項の緊急を要する 場合で連絡が不可能である 場合に実施さ れた災害応急工事、 調査については被

災後３ 日以内に着手前の状況、 施工数量等を写真及び計算書等で甲に報告し 、 甲は直ちに乙と 協議を

実施し 要請書を作成する も のと する 。  

２  甲の要請する 災害応急工事及び、 前項で乙が実施する 災害応急工事の内容については下記のと おり

と する 。  

・ 公共施設状況及び緊急輸送道路状況の調査 

・ 崩土、 倒木等の交通障害物の除去 

・ 増破防止措置 

・ 仮復旧及び仮設工事 

・ 構造物等の安定計算及び設計 

・ 避難所及び収容施設の応急補修 

・ 応急建築資材の収集 

・ その他必要な措置 

（ 費用の精算）  

第７ 条 甲は、 第３ 条の協力要請に要し た費用について、 前条において実施さ れた内容を確認し 、 災害 

発生時の甲の採用する 積算基準等によ り 精算を行う 。  

（ 訓練・ 研修の実施）  

第８ 条 甲及び乙は、 緊急時を想定し た連携訓練を毎年１ 回以上実施する も のと し 、 その内容・ 結果等

について、 協議・ 改善し ていく も のと する 。  

２  甲及び乙が緊急時に適切な判断によ り 調査又は災害応急工事に着手でき る よ う 、 甲は、 乙に緊急輸

送道路や各公共施設の重要度などについての研修を毎年１ 回以上実施する も のと する 。  
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（ 協定の有効期間）  

第９ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 起算し て１ 年間と する 。 但し 、 期間満了の日から ３

０ 日前ま でに、 甲又は乙がこ の協定を終了さ せる 意思表示がない場合は、 期間満了の翌日から 起算し

て１ 年間こ の協定を更新する も のと し 、 以後同様と する 。  

 

（ 協議事項）  

第１ ０ 条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲及び乙が協議し

て定める も のと する 。  

 

こ の協定を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲及び乙は押印のう え各１ 通を保有する も のと する 。  

 

 

 

平成２ ４ 年２ 月２ ３ 日 

 

 

甲： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ －２ ９  

伊勢市 

伊勢市水道事業 

伊勢市下水道事業 

伊勢市長 鈴木 健一 

 

 

乙： 三重県伊勢市有滝町２ １ ９ ３ 番地２  

いせ有志協力会 

代表 有限会社 中広建設 

 代表取締役 中西 博 
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要要        請請        書書  
 

平成  年  月  日 

 

いせ有志協力会 様 

 

伊勢市長      様 

 

 

 地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する 協定第５ 条によ り 要請し ま す。  

 

場  所 

 

状  況 

 

要請内容 

 

 

 

そ の 他     

 

 

 

受受        諾諾        書書  
 

 伊 勢市長       様  

 

 上記の要請について同意し 、 地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する 協定第５ 条によ り 作業を

実施し ま す。  

 

平成  年  月  日 

 

       いせ有志協力会 

       代表 
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４ ３  災害救助に必要な物資の調達に関する 協定書（ 一般社団法人日本非常食推進機構）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 一般社団法人日本非常食推進機構（ 以下｢乙｣と いう 。） と の間に、 伊

勢市内において地震、 風水害、 その他の災害（ 以下「 災害」 と いう 。） が発生し た場合において、 災害救

助に必要な物資の調達に関し 、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 要 請）  

第１ 条 甲は、 次の各号に掲げる 場合において物資を調達する 必要がある と 認める と き は、 乙に対し 、

その保有する 物資の供給を要請する こ と ができ る 。  

( １ )  伊勢市内において地震、 風水害その他の災害が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き 。  

( ２ )  伊勢市以外の災害救助のため、国又は関係都道府県から 、物資の調達の斡旋を要請さ れたと き 。 

（ 調達物資の範囲）  

第２ 条 甲が乙に供給を要請する 物資は、 次に掲げる 事項のう ち、 乙が保有する 物資と する 。  

( １ )  白い小箱 （ 災害用非常食）  

( ２ )  その他甲が指定する 物資 

（ 要請の方法）  

第３ 条 第１ 条に定める 要請は、 ｢緊急物資調達要請書｣（ 第１ 号様式） の発行をも って実施する も のと

する 。 ただし 、 当該要請書を提出でき ない事態の場合は、 口頭にて調達要請を行い、 その後速やかに

当該要請書を発行する も のと する 。  

（ 要請に基づく 乙の措置）  

第４ 条 第１ 条によ る 要請を受けたと き は、 乙はその要請事項を実施する ための措置を講ずる と と も に、

その措置の状況を甲に報告する も のと する 。  

（ 費用負担）  

第５ 条 第２ 条の規程によ り 調達物資（ 以下「 白い小箱」 をいう 。） の対価及び運搬にかかる 費用につい

ては、 乙が負担する も のと する 。 但し 、 乙が、 販売に保有し ている 物資について、 物資を調達し た場

合については、 甲の負担と する 。  

（ 引渡し ）  

第６ 条 物資の引渡し 場所及び運搬方法は甲が指定する も のと する 。 ただし 、 甲は必要に応じ て乙に運

搬の協力を求める こ と ができ る 。  

２  甲は、 引渡し 場所に職員を派遣し 、 物資内容を確認のう え引き 取る も のと する 。  

（ 連絡責任者）  

第７ 条 甲及び乙は、本協定締結後速やかに、本協定に係る 連絡責任者を「 連絡責任者届」（ 第２ 号様式）

によ り 相手方に報告する も のと する 。 ま た、 連絡責任者に変更があった場合についても 同様と する 。 

（ 保有数量の報告）  

第８ 条 乙は、 こ の協定の成立の日及び毎年４ 月１ 日現在の物資保有数量を｢物資相違報告書｣（ 第３ 号

様式） によ り 、 甲に報告する も のと する 。  

（ 情報の交換）  

第９ 条 甲及び乙は、 こ の協定に定める 事項を円滑に推進する ため、 定期的な情報交換に努める も のと

する 。  

（ 有効期間）  

第 10 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 、 平成２ ４ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。 ただし 、 期間

満了の日の３ ０ 日前ま でに、 甲又は乙の一方から 文書をも って協定終了の意思表示をし ない限り 、 そ

の効力を持続する も のと する 。  

（ 協 議）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項については、その都度、甲及び乙が協議のう え定める も のと する 。  
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こ の協定書の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙押印のう え各自１ 通を保有する  

 

平成２ ４ 年３ 月２ ３ 日 

 

           伊勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

            甲  

                  伊勢市長  鈴  木  健  一   ㊞ 

 

 

                三重県四日市市浮橋一丁目４ 番地３  

            乙  

                  一般社団法人日本非常食推進機構 

                  代表理事  古  谷  賢  治   ㊞ 
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（ 第１ 号様式）  

平成 年 月 日 

緊急物資調達要請書 
 

一般社団法人日本非常食推進機構 

代表理事 古 谷賢治 様                         県  

                  

 市・ 町 

 

 

災害救助に必要な物資の調達要請について 

 

｢災害救助に必要な物資の調達に関する 協定｣に基づき 、 下記のと おり 要請し ま す。  

なお、 協定書第４ 条の規定によ り 、 本要請に対する 貴社の措置状況を報告願いま す。  

 

記 
 

１ ． 災害及び応援を 必要と する 状況 

 

２ ． 応援を必要と する 物資の内容 

要請期日 必要と する 物資の内容 数量 物資の引渡場所 運搬方法 備考 

      

＊ 要請量は、 １ 日あたり と する  

       問 い合わせ先 

                         部       課  

                      

 

電話 

FAX 

担当 
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（ 第２ 号様式）  

連 絡 責 任 者 届 

 

【        県・ 市・ 町】  

１ ． 連絡責任者 

役職・ 氏名  

T E L  

携  帯  

F A X  

 

 

２ ． 時間外およ び休日の場合の連絡先 

項  目 第１ 連絡先 第２ 連絡先 

役職・ 氏名   

T E L    

携  帯   

F A X   

 

 

 

【 一般社団法人連絡責任者】  

１ ． 連絡責任者 

役職・ 氏名  

T E L  

携  帯  

F A X  

 

 

２ ． 時間外およ び休日の場合の連絡先 

項  目 第１ 連絡先 第２ 連絡先 

役職・ 氏名   

T E L    

携  帯   

F A X   
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（ 第３ 号様式）  

平成 年 月 日 

物物資資相相違違報報告告書書  

 

           様  

                  

       一般社団法人日本非常食推進機構 

                     代 表理事  古  谷  賢  治  

 

 

「 災害救助に必要な物資の調達に関する 協定書」（ 第７ 条） に基づき 、 当社の（ 物資可能数

量・ 措置状況） を下記のと おり 報告し ま す。  

 

記 

１ ． 調達可能数量 

注： 協定書第７ 条によ る 報告は、 配布地区一覧を記入する 。  

 

２ ． 物資の搬入場所 （ いずれかに○を つける ）  

( ア) 災害対策本部ま で搬入する  

( イ ) 当社の指定場所で引渡し  

( ウ ) その他（    県・ 職員が指定する 場所で引渡し 等）  

 

３ ． 搬入方法（  陸路 ・  空路 ・  海路 ）  

  

地   区  数量 地   区  数量 
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４ ４  伊勢市、 加賀市災害時相互応援協定書（ 加賀市）  

 

 加賀市と 伊勢市（ 以下「 協定市」 と いう 。） と は、 相互扶助の精神に基づき 、 協定市の区域内において

災害（ 災害対策基本法第 2 条第 1 号に規定する 災害をいう 。 以下同じ 。） が発生し 、 被災者救護等の応急

措置の実施が十分でき ない場合において被災者に対する 救護等を実施する ための応援体制に関し 、 次の

と おり 協定を締結する 。  

 

（ 連絡窓口）  

第１ 条 協定市は、 必要な情報等を相互に提供する こ と によ り 応援の円滑な運営を図る ため、 あら かじ

め連絡担当部課を定める も のと する 。  

（ 応援の種類）  

第２ 条 応援の種類は、 次のと おり と する 。 ただし 、 応援を行う 市の過剰な負担になら ない範囲内にお

いて実施する も のと する 。  

 ( １ )  被災者の救出、 医療、 防疫、 施設の応急復旧等に必要な物資、 機材及び車両の提供 

 ( ２ )  食料、 飲料水、 生活必需物資その他の生活物資並びにそれら を提供する ために必要な機材及び

車両の提供 

 ( ３ )  被災者を一時収容する ために必要な施設の提供及びあっせん 

( ４ )  応援に必要な職員の派遣 

( ５ )  災害救助ボラ ンティ アのあっせん 

( ６ )   被災児童生徒の受入れ 

( ７ )  前各号に掲げる も ののほか、 特に要請のあった事項 

（ 応援の要請手続）  

第３ 条 応援の要請をする 場合は、次に掲げる 事項を明ら かにし て、電話等によ り 連絡をする と と も に、

速やかに文書によ り 通知をする も のと する 。  

( １ )  被害の状況 

 ( ２ )  前条第１ 号から 第３ 号ま でに掲げる 物資等の品目、 規格、 数量等 

 ( ３ )  前条第４ 号に掲げる 職員の職種、 人数等 

( ４ )  応援を受ける 場所及び応援を受ける 場所への経路 

( ５ )  応援を受ける 期間 

( ６ )  前各号に掲げる も ののほか、 応援を必要と する 事項 

（ 応援の実施）  

第４ 条 応援の要請を受けた市は、 直ちに必要な応援を実施する も のと する 。  

２  協定市は、 応援の要請がない場合であっても 、 収集し た情報等から 緊急に応援出動する こ と が必

要である と 認めら れる と き は、 自主的な判断に基づき 必要な応援を実施する も のと する 。  

３  応援の要請を受けた市が応援を実施でき ない場合は、当該要請をし た市に速やかにその旨を連絡

し なければなら ない。  

（ 指揮権）  

第５ 条 応援を行う 市の職員が応援に従事する と き は、 応援を受ける 市の災害対策本部長の指揮に従い

行動する も のと する 。  

（ 応援経費の負担）  

第６ 条 応援に要する 経費の負担は、 法令その他特別に定めがある も のを除く ほか、 原則と し て応援を

受ける 市の負担と する 。  

２  自主的な判断に基づいて行われた応援に係る 経費の負担については、法令その他特別に定めがあ

る も のを除く ほか、 応援を行う 市の負担と する 。  

３  前２ 項の規定によ り がたいと き は、 その都度協定市の間で協議し て定める も のと する 。  

（ 災害補償等）  

第７ 条 応援に派遣し た職員が、 負傷し 、 疾病にかかり 、 若し く は死亡し た場合又は負傷若し く は疾病

の治癒後においても 障害を有する に至った場合における 本人又はその遺族に対する 賠償の責務は、 応

援を行う 市が負う も のと する 。  

２  応援に派遣し た職員が、 業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、 その損害が応援を受ける 市と

の往復途中において生じ たも のを除き 、 応援を受ける 市がその賠償の責務を負う も のと する 。  
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 （ 平常時における 活動等）  

第８ 条 両市は、 こ の協定に基づく 応援が円滑に行われる よ う 、 相互に地域防災計画その他必要な資料

を交換する と と も に、 関係者の交流を図る も のと する 。  

（ その他）  

第９ 条 こ の協定の実施に関し 必要な事項又はこ の協定に定めのない事項については、 協定市が協議し

て定める も のと する 。  

 （ 効力の発生）  

第 10 条  こ の協定は、 協定を締結し た日から 効力を発生する も のと する 。  

 

 こ の協定の締結を証する ため、 立会人同席のも と 、 本協定書２ 通を作成し 、 協定市それぞれ記名押印

の上、 各１ 通を保有する 。  

 

   

平成 ２ ４  年 ４  月 ２ ０  日 

  

 

伊勢市岩渕 1 丁目７ 番２ ９ 号  伊 勢 市 長    鈴  木   健  一  ㊞ 

 

 

加賀市大聖寺南町二４ １ 番地  加 賀 市 長    寺  前   秀  一  ㊞ 

 

 

（ 立会人）  

伊勢市岩渕 1 丁目７ 番２ ９ 号 伊勢市議会議長  西  山   則  夫  ㊞ 

 

 

（ 立会人）  

加賀市大聖寺南町二４ １ 番地  加賀市議会議長  岩  村   正  秀  ㊞ 
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４ ５  災害時に備えた相互協力に関する 申し 合わせ（ 伊勢警察署）  

 

 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢警察署（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 災害時に備えた相互協力に

関し 、 次のと おり 申し 合わせる 。  

 

第１  趣旨 

  こ の申合せは、 伊勢市の区域内において災害が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合に、 災害の発

生の防御又は拡大の防止のための措置（ 以下「 災害応急対策」 と いう 。） を円滑かつ迅速に講ずる こ と

ができ る よ う にする ため、 甲乙の相互協力に関し 、 必要な事項を申し 合わせる も のである 。  

第２  申合せ内容 

 １  情報の相互提供のための措置 

   甲及び乙は、 災害時において、 次に掲げる 情報を相互に提供する ため、 甲乙協議の上、 連絡窓口

の設定等必要な措置を講ずる も のと する 。  

  ( 1)  死者、 行方不明者、 負傷者等人的被害に関する 情報 

  ( 2)  建物被害、 交通網被害、 ラ イ フラ イ ン被害等物的被害に関する 情報 

  ( 3)  被災者、 避難者、 災害時要援護者、 帰宅困難者等支援を必要と する 者に関する 情報 

  ( 4)  その他災害応急対策に有用と 認める 情報 

 ２  津波防災地域づく り の推進に関する 措置 

   甲及び乙は、 津波防災地域づく り に関する 法律（ 平成 23 年法律第 123 号） 第 10 条第 1 項の規程

に基づき 、甲が作成する 津波防災地域づく り を総合的に推進する ための計画に関し 、甲乙協議の上、

その実効性を確保する ために必要な措置を講ずる も のと する 。  

 ３  警戒区域設定に伴う 措置 

   甲及び乙は、 甲その他の者が災害対策基本法（ 昭和 36 年法律第 223 号） 第 63 条第 1 項の規程に

基づく 警戒区域を設定し た場合の対応に関し 、 甲乙協議の上、 その実効性を確保する ために必要な

措置を講ずる も のと する 。  

 ４  遺体の取扱に関する 措置 

   甲及び乙は、 乙が行う 検視並びに遺体の身元確認、 安置及び引渡し に関し 、 甲乙協議のう え、 遺

体の取扱場所の確保等必要な措置を講ずる も のと する 。  

 ５  拾得物等の取扱いに関する 措置 

   甲及び乙は、 拾得物等の取扱いに関し 、 甲乙協議のう え、 拾得物等の保管場所の確保等必要な措

置を講ずる も のと する 。  

第３  了解事項 

 １  こ の申合せは、 甲と 乙と の間に強制を課する も のでなく 、 甲乙の相互協力によ ってその趣旨を実

現する も のである 。  

 ２  こ の申合せの内容に含ま れない事項及びこ の申合せの内容に疑義が生じ た事項については、 甲乙

協議の上、 決する も のと する 。  

 

  こ の申合せを証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙両者署名の上、 各１ 通を保有する 。  

 

 

   平成２ ４ 年５ 月１ １ 日 

             （ 甲）  伊 勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

                   伊  勢  市  長 

 

             （ 乙）  伊勢市神田久志本町１ ４ ８ １ 番地３  

                   伊 勢警察署長 
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４ ６  三重県市町災害時応援協定書（ 三重県、 三重県市長会、 三重県町村会）  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 県内の市町（ 以下「 市町」 と いう 。） において災害が発生し 、 被災市町独自では十

分に被災者の救援等の応急措置が実施でき ないと 認めら れる と き 、 三重県（ 以下「 県」 と いう 。） 及び

市町相互の応援によ る 応急措置等を迅速かつ円滑に遂行する ために、 必要な事項について定める も の

と する 。  

（ 応援の内容）  

第２ 条 県及び市町が行う 応援の内容は、 次のと おり と する 。  

（ １ ） 食料、 飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

（ ２ ） 被災者の救出・ 救護、 防疫等災害応急活動に必要な資機材及び物資の提供 

（ ３ ） 施設等の応急復旧に必要な資機材及び物資の提供 

（ ４ ） 災害応急復旧活動に必要な職員の派遣 

（ ５ ） 避難所等の提供、 傷病者の受け入れなど必要な措置 

（ ６ ） 火葬場の提供 

（ ７ ） ボラ ンティ アの受入支援に関する 事項 

（ ８ ） 前各号に掲げる も ののほか必要な事項 

（ 応援要請の手続）  

第３ 条 応援を受けよ う と する 市町は、次に掲げる 事項を明確にし て、無線、電話等によ り 県に要請し 、

その後速やかに要請に関する 文書を提出する も のと する 。  

（ １ ） 被害の状況 

（ ２ ） 応援を要請する 内容 

ア 物資・ 資機材の提供 

  物資等の品目・ 数量、 搬入場所、 輸送手段、 交通情報等 

イ  人員の派遣 

  職種、 人数、 派遣場所、 活動内容、 派遣期間、 輸送手段、 交通情報等 

ウ  その他必要な事項 

２  要請を受けた県は、 被災市町の被害状況や災害応急措置に必要な物資、 人員等の把握を行い、 速や

かに市町間の連絡調整を行った上で、 応援可能な市町に応援を要請する と と も に、 必要に応じ て自ら

応援を実施する も のと する 。  

３  県は、 被災市町から 応援要請等に関する 文書の提出を受けたと き は、 速やかにその写し を応援市町

に送付する も のと する 。  

４  県は、 応援市町と の連絡調整を行い、 応援内容等について被災市町に無線、 電話等で伝達し 、 その

後速やかに応援に関する 文書を送付する も のと する 。  

５  被災市町から 県に応援要請する いと ま がないと き は、 直接応援可能な市町に要請する こ と ができ る

も のと し 、 その場合、 事後速やかに県に報告する も のと する 。  

６  応援市町は、 前項ま でに規定する 応援を行った場合又は行う 場合は、 速やかにその情報を県へ報告

する も のと する 。  

（ 緊急時における 派遣等）  

第４ 条 県は、 災害発生時において、 通信の途絶等によ り 被災市町の被害状況等の情報が入手でき ない

場合又は甚大な被害が予想さ れる 場合には、 でき る 限り 、 速やかに被災市町に職員を派遣し 、 その被

害状況等について情報収集を行う も のと する 。  

２  県は、 前項の情報収集に基づき 、 被害が甚大で、 かつ、 事態が緊急を要する と 認めら れる 場合、 被

災市町の被害状況や災害応急措置に必要な物資、 人員等の把握を行い、 速やかに市町間の連絡調整を

行った上で、 応援可能な市町に応援を要請する と と も に、 必要に応じ て自ら 応援を実施する も のと す

る 。  

３  前項によ る 応援については、 前条に定める 要請があったも のと みなす。  

４  応援市町は、 県によ る 連絡調整を待たずに自主的に情報収集及び応援を行う こ と ができ る も のと し 、

こ の場合、 速やかにその情報を県に報告する も のと する 。  

（ 経費の負担）  

第５ 条 応援に要し た経費は、 原則と し て応援を受けた市町の負担と する 。  

２  応援職員等が応援に伴い負傷、 疾病又は死亡し た場合における 公務災害補償等に要する 経費は、 応

援を行った県及び市町の負担と する 。  
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３  前２ 項に定める も ののほか、 応援職員等の派遣に要する 経費については、 応援を受けた市町と 応援

を行った県及び市町が協議し て決める 。  

４  応援職員等が応援に伴い第三者に損害を与えた場合、 応援を受けた市町が賠償の責めを負う 。  

ただし 、 応援職員等の重大な過失によ り 発生し た損害賠償に要する 費用については、 応援を行った

県及び市町の負担と する 。  

５  前項に定める 応援を受けた市町の負担額は、 応援を行った県及び市町が加入する 保険によ り 支払わ

れる 金額を控除し た額と する 。  

６  第４ 条第１ 項及び第４ 項に定める 情報収集のための職員派遣に要し た経費は、 原則と し て職員を派

遣し た県及び市町の負担と する 。  

（ 情報交換）  

第６ 条 県及び市町は、 こ の協定に基づく 応援が円滑に行われる よ う 、 相互応援のための連絡窓口等の

必要な情報を相互に交換する も のと する 。  

２  前項の情報交換を行う ため、 原則と し て年１ 回以上、 連絡会議を開催する よ う 努める も のと する 。 

（ 訓練の参加）  

第７ 条 県及び市町は、 こ の協定に基づく 応援が円滑に行われる よ う 、 県及び市町主催の防災訓練に相

互に参加する よ う に努める も のと する 。  

（ 県の役割）  

第８ 条 県は、 こ の協定の円滑な運用を図る ため、 市町に対し 支援・ 協力を行う も のと する 。  

（ 他の協定と の関係）  

第９ 条 こ の協定は、 県と 市町と が既に締結さ れている 協定及び個別に締結する 災害時の応援協定を妨

げる も のではない。  

（ その他）  

第１ ０ 条 こ の協定の実施に関し 必要な事項は、 別に定める 。  

２  こ の協定に定めのない事項は、 その都度、 県及び市町が協議し て定める 。  

 

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の協定は、 平成２ ４ 年８ 月２ ３ 日から 施行する 。  

（ 三重県市町村災害時応援協定の廃止）  

２  三重県市町村災害時応援協定（ 平成１ ２ 年９ 月１ 日締結） は、 廃止する 。  

 

こ の協定の締結を証する ため、 県知事、 三重県市長会会長及び三重県町村会会長が記名押印の上、 各

１ 通を保有する と と も に、 各市町に対し その写し を交付する も のと する 。  

 

平成２ ４ 年８ 月２ ３ 日 

三重県知事        鈴木 英敬 

三重県市長会会長     川上 敢二 

三重県町村会会長     谷口 友見 
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三重県市町災害時応援協定書 実施細目 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の実施細目は、 三重県市町災害時応援協定書（ 以下「 協定書」 と いう 。） 第１ ０ 条第１ 項に

基づき 、 協定の実施に関し 必要な事項を定める も のと する 。  

 

（ 連絡窓口）  

第２ 条 協定書第６ 条の連絡窓口は、 三重県地域防災計画添付資料によ る も のと する 。  

 

（ ブロ ッ ク 体制）  

第３ 条 協定書第３ 条及び第４ 条に基づく 応援要請、 連絡調整及び応援活動を迅速かつ確実に行う た

め、 別表１ に掲げる ブロ ッ ク 体制の枠組みを原則と し た複数ブロ ッ ク にわたる 広域応援を実施す

る 。  

２  被災市町への応援を円滑に実施する ため、 三重県地方災害対策部が各ブロ ッ ク 内の市町の連絡調

整及び、 三重県災害対策本部と の連絡調整を行う こ と と する 。  

３  各ブロ ッ ク においては、 第１ 項における 広域応援の実効性を高める ため、 日頃よ り 各市町、 各ブ

ロ ッ ク 間における 連携を強め、 自律的な支援が可能と なる 支援体制を構築する こ と に努める 。  

 

（ 応援要請の手続）  

第４ 条 被災市町は別表１ に掲げる ブロ ッ ク に所属する 三重県地方災害対策部に対し 、 応援要請を行

う も のと する 。  

２  被災市町は三重県地方災害対策部が被災し 連絡が取れない場合等には、 三重県災害対策本部に対

し 、 応援要請を行う も のと する 。  

３  協定書第３ 条第１ 項に定める 応援要請に用いる 文書は別表２ と する 。  

 

（ 応援実施の手続）  

第５ 条 被災市町から 応援要請を受けた三重県地方災害対策部は、 ブロ ッ ク 内の被害状況や災害応急

措置に必要な物資、 人員等の把握を行い、 速やかにブロ ッ ク 内の市町間の連絡調整を行った上で、

応援可能な市町に応援を要請する と と も に、 三重県災害対策本部と 連携の上、 必要に応じ て自ら 応

援を実施する も のと する 。  

２  三重県地方災害対策部は、 ブロ ッ ク 内の被害が甚大で、 ブロ ッ ク 内の市町では応援活動が不可能

な場合、 及び不十分である 場合、 三重県災害対策本部へ他ブロ ッ ク から の応援について要請する も

のと する 。  

３  三重県地方災害対策部から 応援要請を受けた三重県災害対策本部は、 三重県内の被害状況や災害

応急措置に必要な物資、 人員等の把握を行い、 速やかに各ブロ ッ ク 間の連絡調整を行った上で、 応

援可能なブロ ッ ク に所属する 三重県地方災害対策部に応援を指示する も のと する 。  

４  第３ 項の指示を受けた三重県地方災害対策部は、 応援可能な市町へ応援を要請する と と も に、 三

重県災害対策本部と 連携の上、 必要に応じ て自ら 応援を実施する も のと する 。  

５  三重県地方災害対策部は、 前項ま でに規定する 応援要請及び応援活動を行った場合又は行う 場合

は、 三重県災害対策本部へ報告する も のと する 。  

６  前項ま でに規定する 手続き に用いる 文書は別表２ と する 。  

 

（ 情報収集）  

第６ 条 県は協定書第４ 条に定める 情報収集に係る 職員の派遣が不可能である 場合には、 ヘリ コ プタ

ーやその他効果的な情報収集手法を用いて情報収集に努める こ と と する 。  

２  県は情報収集によ って知り 得た情報は、 必要に応じ て被災市町及び他の市町へ速やかに伝達する

も のと する 。  

 

（ 情報交換）  

第７ 条 協定書第６ 条第１ 項の規定に基づく 必要な情報の交換は次のと おり と し 、 毎年４ 月１ 日現在

の情報を取り ま と め、 情報共有を行う も のと する 。  

（ １ ） 第２ 条に規定する 連絡窓口と なる 担当部局、 担当者及び連絡手段 

（ ２ ） 備蓄物資、 業者提携物資 
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（ ３ ） 物資拠点及び輸送ルート  

（ ４ ） 避難所及び収容可能人数 

（ ５ ） 前各号に掲げる も ののほか、 共通の情報と し て必要と 認めら れる 内容 

 

（ その他）  

第８ 条 協定書及び実施細目の円滑な運用を図る ため、 三重県災害対策本部を所管する 部署に事務局

を設置し 、 第７ 条に規定する 情報の取り ま と め、 連絡会議の開催、 訓練の案内等を行う も のと す

る 。  

２  前条ま でに規定する 別表については、 各市町の同意を得た上で必要に応じ て変更でき る も のと

し 、 変更後速やかに各市町へ報告する も のと する 。  

 

平成２ ５ 年２ 月１ ４ 日 
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４ ７  災害時における 飲料水の提供に関する 協定書（ 株式会社伊藤園）  

 

 伊勢市( 以下「 甲」 と いう 。 ) と 株式会社 伊藤園( 以下｢乙｣と いう 。 ) は、 災害時における 飲料水の提

供( 以下｢飲料水提供｣と いう 。 ) について、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

( 協力)  

第１ 条 原則と し て 甲が 災害対策本部を 設置し た 場合に おい て 、 甲か ら 飲料水提供の 要請       

があった時は、 乙は、 当該要請に協力する も のと する 。  

２  乙は、 その営業拠点で保有する 在庫飲料水のう ちから 、 飲料水提供の協力を行う も のと する 。  

３  第 1 項の規定にかかわら ず、 乙は、 特別な理由がある 時は、 甲の要請に協力し ないこ と ができ る 。

こ の場合においては、 乙は、 こ の協定違反等の責任を負わない。  

( 要請)  

第２ 条 甲は、 前条第 1 項の要請を文書によ り 行わなければなら ない。  

２  前項の規定にかかわら ず、 甲において文書を作成する 時間的余裕がないと き は、 口頭で要請する

こ と ができ る 。 こ の場合において、 甲は、 後日速やかに文書を乙に提出する も のと する 。  

( 費用の負担)  

第３ 条 飲料水提供に係わる 費用は、 甲が負担する も のと する 。  

２  前項の費用の価格は、 災害発生直前における 市場価格を基準に算定し 、 飲料水の引渡し ま での運

搬に係わる 運賃を含むも のと する 。  

( 運搬)  

第４ 条 飲料水提供のために必要と なる 飲料水の運搬は、 甲乙相互の協力のう え行う も のと する 。  

２  前項の場合において、 甲は、 乙に対し て、 必要と する 飲料水の数量、 引渡し の日時、 運搬場所等を

指示する こ と ができ る 。 ただし 、 乙の営業拠点の在庫状況又は交通事情等によ り 乙が甲に指示の変更

を求めたと き は、 甲はこ の求めに応じ る も のと する 。  

（ 防災意識の向上）  

第５ 条 乙は、 日常的に社員の防災意識の向上に努め、 必要に応じ 、 甲又は自治会等が行う 防災訓練等

に参加する も のと し 、 甲は、 乙に対し て必要な協力を行う も のと する 。  

２  乙は、 市民の防災意識の向上に資する ため、 甲と 協力し 、 平常時における 各店舗での防災啓発等

に努める も のと する 。  

( 有効期間等)  

第６ 条 こ の協定の有効期間は、 締結の日から 1 年と する 。  

２  有効期間が満了する 日の 30 日前ま でに、 甲又は乙のいずれかから 協定解除の申入れがないと き

は、 有効期間を 1 年延長する も のと し 、 その後においても 同様と する 。  

 ( その他)  

第７ 条 こ の協定書に定めのない事項又はこ の協定の履行に関し 必要な事項は、 その都度甲乙協議し て

定める も のと する 。  

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その 1 通を保有する も の

と する 。  

 

平成２ ４ 年９ 月２ ０ 日 

 

              甲  伊 勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

                 伊 勢市 

                 伊 勢市長   鈴木 健 一 

               

乙  東京都渋谷区本町３ 丁目４ ７ 番１ ０ 号 

                 株 式会社伊藤園 

                 総 務部部長 松 本 功 一 
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４ ８  災害時等における 要援護者の輸送協力に関する 協定書（ 市内福祉タ ク シー業者５ 社）  

 

 伊勢市( 以下「 甲」 と いう 。 ) と  〇〇〇 ( 以下「 乙」 と いう 。 ) と は、 伊勢市内に地震、 風水害やそ

の他によ る 災害が発生し 、 又は発生のおそれがある 場合（ 以下「 災害時等」 と いう 。） に際し 、 緊急の入

院加療等を必要と し ない者で、 市が開設し た指定避難所では避難生活に支障をき たすなど、 特別な配慮

が必要な在宅の者 ( 以下｢丙｣と いう 。 ) の避難輸送協力に関する 事項について、 次のと おり 協定を締結

する 。  

 

 ( 趣旨)  

第 1 条 こ の協定は、 災害時等において、 甲及び乙が協力し て、 丙を市が指定する 避難所等( 以下「 避難

所」 と いう 。 )  から 介護保険施設等の福祉避難所へ迅速かつ安全に輸送する ために必要な事項を定め

る も のと する 。  

 

( 協力事項の発動)  

第 2 条 こ の協定に定める 災害時等の協力事項は、 原則と し て甲が災害対策本部を設置し 、 乙に対し て

要請を行ったと き をも って発動する 。  

 

 ( 協力の要請)  

第 3 条 甲は、 災害時等において丙を福祉避難所へ輸送する 必要がある と 判断し たと き は、 乙に対し て

次に掲げる 事項について協力を要請する こ と ができ る 。  

( 1)  乙が所有する 事業用車両によ る 丙の輸送業務 

( 2)  その他丙の輸送に必要な業務 

 

 ( 協力の範囲)  

第 4 条 乙は、 前条の規定によ り 甲から の協力の要請を受けたと き は、 業務に支障をき たさ ない範囲で

協力に努める も のと する 。  

 

 ( 要請手続)  

第 5 条 甲の乙に対する 要請手続は、 原則と し て文書によ り 行う も のと する 。 ただし 、 緊急を要する と

き は、 口頭又は電話等によ り 要請し 、 その後速やかに文書を提出する も のと する 。  

2  甲及び乙は、避難輸送を円滑に実施する ため、連絡体制及び方法等について平常時から 確認を行い、

災害時等に支障をき たさ ないよ う 備える も のと する 。  

 

( 経費の負担)  

第 6 条 こ の協定に基づき 、 避難輸送協力に要し た経費は、 甲が負担する 。  

2  前項の経費は、 災害発生直前における タ ク シー料金を基準と し 、 甲及び乙が協議の上決定する も の

と する 。  

 

( 経費の支払い)  

第 7 条 避難輸送協力に要し た経費は、 乙の請求によ り 、 甲が支払う も のと する 。  

2  甲は、 前項の請求があったと き は、 その内容を確認し 、 速やかに費用を乙に支払う も のと する 。  

 

( 事故報告)  

第 8 条 乙は、 その事業用車両の運行に際し 、 事故が発生し たと き は、 甲に対し て速やかにその状況を

報告する も のと する 。  

 

 ( 旅客及び第三者に対する 責任)  

第 9 条 乙は、 その事業用車両の運行に際し 、 乙の責に帰する 理由によ り 、 旅客及び第三者に損害を与

えたと き は、 その賠償の責を負う も のと する 。  

 

 ( 災害補償)  

第 10 条 乙は、 乙が雇用し ている 運転者が避難輸送協力中に死亡又は負傷等をし たと き は、 労働者災

害補償保険法等を適用し 、 補償を行う も のと する 。  
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 ( 協議)  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定について疑義が生じ たと き は、 甲及び乙が協議し て

定める も のと する 。  

 

( 有効期間)  

第 12 条 こ の協定は、 協定締結の日から 効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を有する も のと する 。  

 

平成 24 年 11 月 28 日に締結し た「 災害時等における 要援護者の輸送協力に関する 協定書」 は、 本協

定の締結をも って廃止する 。  

 こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各自 1 通を保有する 。  

 

令和 2 年 3 月 2 日 

 

                    伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

甲 伊勢市 

                    伊勢市長  鈴 木 健一 

 

 

                     

                  乙  
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４ ９  地震・ 津波・ 風水害等の緊急時における 協定書（ 南三重電気工事協同組合）  

 

伊勢市、 伊勢市水道事業及び伊勢市下水道事業( 以下「 甲」 と いう 。 ) と 南三重電気工事協同組合( 以下

「 乙」 と いう 。 ) は、 地震・ 津波・ 風水害等の災害( 以下「 災害」 と いう 。 ) が発生し た場合の調査及び緊

急に復旧する 工事( 以下「 災害応急工事」 と いう 。 ) の施工に関し て次のと おり 協定する 。  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 甲の管理する 道路、 河川及び上下水道施設等の公共土木施設( 以下「 公共施設」 と

いう 。 ) において、 電気設備に係る 災害が発生し た際に、 甲及び乙が協力し 連絡調整を図り 、 速やかに

調査及び災害応急工事を実施し 、 機能の確保及び回復を図る こ と を目的と する 。  

ま た、大規模地震等に際し ては、甲の管理する 道路以外の主要道路の状況についても 2者が協力し 、

緊急輸送に必要な道路の確保について状況調査を行う も のと する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において「 調査」 と は、 公共施設と 緊急輸送に必要な道路の被災状況の把握及び災害

応急工事の計画・ 施工に関する 調査と する 。  

２  「 災害応急工事」 と は 2 次災害の発生・ 誘発の恐れがある 場合及び緊急物資や復旧作業に係る 人

員輸送ルート の確保等緊急に対策が必要な場合における 仮復旧工事及び仮設 工事等と する  

（ 協力要請）  

第３ 条 甲は、 災害の調査及び災害応急工事を実施する 必要がある 際は、 乙に協力を要請する 。  

２  乙は前項の要請があった際は、 調査及び災害応急工事の実施について甲に協力する も のと する 。 

（ 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ーク ）  

第４ 条 甲及び乙は、 協力要請や情報共有のため、 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ーク ( 以下「 ネッ ト ワ ー

ク 」 と いう 。 ) を確立する も のと する 。  

２  甲及び乙は前項の体制に変更が生じ た場合、 速やかにネッ ト ワ ーク を作成し 、 こ れを甲が取り ま

と め、 協定者間のネッ ト ワ ーク の確立を図る も のと する 。  

（ 要請の方法）  

第５ 条 甲は、 第 3 条第 1 項に掲げる 協力要請を行う 際は、 協定者間で協議し 、 乙に別紙要請書によ り

要請する も のと する 。  

（ 災害応急工事及び調査の実施）  

第６ 条 乙は、 甲の指示に従い災害応急工事及び調査を実施する も のと する 。 但し 、 緊急を要する 場合

で連絡が不可能である 場合は、 乙の判断によ り 災害応急工事及び調査を実施する も のと し 、 必要に応

じ て乙が相互連絡し 協働する も のと する 。   

２  前項の緊急を 要する 場合で連絡が不可能である 場合に実施さ れた災害応急工事及び調査につい

ては被災後 3 日以内に着手前の状況及び施工数量等を写真及び計算書等で甲に報告し 、甲は直ちに

乙と 協議を実施し 要請書を作成する も のと する 。  

３  甲の要請する 災害応急工事及び前項で乙が実施する 災害応急工事の内容については下記のと お

り と する 。  

（ １ ）  公共施設状況及び緊急輸送道路状況の調査 

（ ２ ）  電柱、 照明柱等の倒壊及び架線の交通障害物の除去 

（ ３ ）  増破防止措置 

（ ４ ）  仮復旧及び仮設工事 

（ ５ ）  構造物等への電源供給 

（ ６ ）  避難所及び収容施設の応急補修 

（ ７ ）  応急電気資材の手配と 収集 

（ ８ ）  その他必要な措置 

 



251 

 

（ 費用の精算）  

第７ 条 甲は、 第 3 条の協力要請に要し た費用について、 前条において実施さ れた内容を確認し 、 災害

発生時の甲の採用する 精算基準等によ り 精算を行う 。  

（ 訓練・ 研修の実施）  

第８ 条 甲及び乙は、 緊急時を想定し た連携訓練を必要に応じ 実施する も のと し 、 その内容・ 結果等に

ついて、 2 者で協議・ 改善し ていく も のと する 。  

２  甲及び乙が緊急時に適切な判断によ り 調査又は災害応急工事に着手でき る よ う 、 甲は、 乙に緊急

輸送道路及び各公共施設の重要度などについての研修を必要に応じ て実施する も のと する 。  

（ 協定の有効期間）  

第９ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 起算し て 1 年間と する 。 但し 、 期間満了の日から 30

日前ま でに、 甲又は乙がこ の協定を終了さ せる 意思表示がない場合は、 期間満了の翌日から 起算し て

1 年間こ の協定を更新する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲及び乙が協議し

て定める も のと する 。  

  

こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各 1 通を保有する も のと す

る 。  

 

 

平成 25 年１ 月 30 日 

 

 

甲  三重県伊勢市岩淵１ 丁目 7‐ 29   

伊勢市  

伊勢市長 鈴木 健一 

 

 

伊勢市水道事業          

伊勢市長 鈴木 健一       

   

 

伊勢市下水道事業         

伊勢市長 鈴木 健一 

 

 

 

乙  三重県伊勢市御薗町高向 863-1   

南三重電気工事協同組合 

理事長  鈴木 茂 
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５ ０  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ マンショ ンア

ルタ イ ル所有者）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と マンショ ンアルタ イ ル所有者（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発

生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と

し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時

的に避難する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 マンショ ンアルタ イ ル 

所在地 伊勢市御薗町上條 1469－1 

所有者  

構造等 RC造 4 階建て 

建築年月 平成 18 年 10 月 1 日 

使用場所 2 階以上廊下及び階段 

使用場所の面積 135． 3 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が施設の一部を破壊し なければ避難が困

難であり 、 やむを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担に

ついて、 甲乙で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成 25 年２ 月 20 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 伊勢市御薗町上條 502 番地 

  山崎 力 
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５ １  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、 又は発生する 恐

れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と し て使用する こ と につ

いて、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難する 施設であ

り 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 県営住宅五十鈴川団地 

所在地 伊勢市二見町西 185-58 

所有者 三重県 

構造等 RC造 ４ 階建て 

建築年月 昭和 59 年４ 月 

使用場所 階段( ２ 階以上)  

使用場所の面積 64. 8 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が施設の一部を破壊し なければ避難する

こ と が困難であり 、 やむを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用

の負担について、 甲乙で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所の表示と 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

平成 25 年２ 月 20 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 三重県津市広明町 13 番地 

  三重県 

  三重県知事 鈴木 英敬 
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５ ２  災害時における 浴場の使用等に関する 協定書（ 伊勢公衆浴場組合）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢公衆浴場組合（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 伊勢市等に災害が発

生し た場合に、 乙の組合員（ 以下「 組合員」 と いう 。） が所有する 浴場施設の使用等について、 次のと お

り 協定を締結する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 伊勢市地域防災計画に定める 災害及びこ れに準じ る 災害（ 以下「 災害」 と いう 。）

が発生し た場合等において、 甲の要請に応じ て、 乙が実施する 被災者（ 災害によ る 家屋の倒壊、 焼失

等によ り 自宅において入浴が困難な者、 救援活動等に従事する 者等と し て甲が認めた者をいう 。 以下

同じ 。） 等の支援協力に関し 、 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 対象と なる 災害）  

第２ 条 甲は、 次に掲げる こ と に際し て、 乙に対し 、 支援協力を要請する こ と ができ る も のと する 。  

（ １ ） 伊勢市内に災害が発生し 、 ま たは発生する 恐れがある と き 。  

（ ２ ） 隣接市町等における 災害救助等のため、 近隣市町等から 甲に対し て応援要請があったと き 。  

（ ３ ） その他市長が必要と 認めたと き 。  

（ 要請）  

第３ 条 甲は、 前条に基づき 、 施設の利用を必要と する と き は、 乙に文書によ り 要請する も のと する 。

ただし 、 緊急を要する と き には、 口頭又は電話等をも って要請し 、 事後速やかに文書を提出する も の

と する 。  

２  乙は、 甲から 要請があったと き は、 速やかに組合員に連絡し 、 支援協力が円滑に行われる よ う 努め

る も のと する 。  

（ 支援協力施設と 内容）  

第４ 条 対象施設については、 別紙記載の乙に加盟する 施設で要請時に支援協力が可能な施設と し 、 甲

が乙に要請する 支援協力の内容は、 別紙及び次に掲げる も のと する 。  

ただし 、 支援協力の内容、 方法等については、 甲乙協議し 、 決定する も のと する 。  

（ １ ） 被災者等の入浴支援及び入浴にかかる 支援 

（ ２ ） 井戸水等の水の提供（ 生活水）  

（ 使用者の輸送）  

第５ 条 施設の使用に伴う 使用者の輸送が必要と なった場合は、 原則と し て甲が行う も のと する 。  

（ 費用経費の負担）  

第６ 条 支援協力に要する 経費は、 災害救助法が適用さ れる 場合にあっては、 同法に定める と こ ろによ

り 、 それ以外の場合にあっては、 原則と し て災害発生時直前の価格を基準と し 、 相当額を甲若し く は

被災市町等が負担する も のと する 。  

（ 費用経費の決定）  

第７ 条 前条の規定によ る 費用については、 甲乙協議し 、 決定する も のと する 。  

（ 費用経費の支払い）  

第８ 条 甲は、 第６ 条に要し た費用については、 乙によ る 関係施設分の取り ま と め、 請求に基づき 支払

う も のと する 。  

（ 原状回復）  

第９ 条 甲は、 支援協力期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない。（ 地震、 津波

等の災害によ り 損傷し た部分を除く 。） こ の際、回復の部分に要する 費用の負担については、甲乙協議

する も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第１ ０ 条 乙は、対象施設内において発生し た事故等に対する 責任を一切負わないも のと する 。ただし 、

乙の責に帰すべき 事由によ る 事故等については、 こ の限り でない。  

（ 有効期限）  

第１ １ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第１ ２ 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義等が生じ た事項については、 その都度、

甲乙協議し 、 定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有する 。 

平成２ ５ 年２ 月２ ５ 日 

 

甲 伊勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

伊勢市 

伊勢市長 鈴木健一 

 

 

 

乙 伊勢市河崎 1 丁目７ 番３ ９ 号 

伊勢公衆浴場組合 

                    理 事長 玉 木睦巳 
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５ ３  三重県防災ヘリ コ プタ ー支援協定（ 三重県、 市町、 消防一部事務組合）  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 消防組織法（ 昭和２ ２ 年法律第２ ２ ６ 号。 以下「 法」 と いう 。） 第３ ０ 条第２ 項の

規定に基づき 、 三重県内の市町及び消防事務に関する 一部事務組合（ 以下「 市町等」 と いう 。） が、 災

害によ る 被害を最小限に防止する ため、 三重県が所有する 防災ヘリ コ プタ ー（ 以下「 防災ヘリ 」 と い

う 。） の支援を求める こ と に関し 、 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 協定区域）  

第２ 条 こ の協定に基づき 市町等が防災ヘリ の支援を求める こ と ができ る 区域は、 当該市町等の区域と

する 。  

（ 災害の範囲）  

第３ 条 こ の協定における 災害と は、 法第１ 条に規定する 水火災又は地震等の災害をいう 。  

（ 支援要請）  

第４ 条 こ の協定に基づく 支援要請は、 災害が発生し た市町等（ 以下「 発災市町等」 と いう 。） の長が、

次の各号いずれかに該当し 、 防災ヘリ の活動が必要と 判断し た場合に三重県知事（ 以下「 知事」 と い

う 。） に対し て行う も のと する 。  

⑴ 災害が隣接する 市町等に拡大し 、 又は影響を与える 恐れのある 場合 

⑵ 発災市町等の消防力のみでは、災害の防ぎょ 又は災害情報の収集が著し く 困難と 認めら れる 場合 

⑶ 前各号に掲げる も ののほか、 緊急性があり 、 防災ヘリ によ る 活動が適切と 認めら れる 場合 

２  前項に規定する 支援要請は、「 三重県防災ヘリ コ プタ ー運航管理要綱」 及び「 三重県防災ヘリ コ プタ

ー緊急運航要領」 によ る も のと する 。  

（ 支援要請方法の特例）  

第５ 条 知事は、 前条の規定によ る 発災市町等の長から 支援要請がない場合でも 、 能動的に収集し た被

災状況から 防災ヘリ の支援が必要と 認める と き は、 当該発災市町等に防災航空隊を派遣する も のと す

る 。 こ の場合において、 知事は、 こ の旨を速やかに当該発災市町等の長に通知する も のと する 。  

（ 防災航空隊の派遣）  

第６ 条 知事は、 第４ 条第１ 項の規定によ り 支援要請があったと き は、 当該発災市町等における 気象状

況等、 防災ヘリ の運航に必要な条件を確認のう え、 防災航空隊を派遣する も のと する 。  

２  知事は、 第４ 条第１ 項の規定によ る 支援要請に応じ る こ と ができ ない場合は、 その旨を速やかに発

災市町等の長に通報する も のと する 。  

（ 他県等への応援要請）  

第７ 条 知事は、 災害の規模等によ り 他県等知事等と の間で別途締結し ている 協定に基づき 、 他県等が

保有する 防災ヘリ コ プタ ーの応援によ る 支援を実施でき る 場合には、 その旨を速やかに発災市町等の

長に通報し 、 当該発災市町等の長の要請がある 場合は、 他県等知事等に対し て応援を要請する も のと

する 。  

（ 防災航空隊の活動）  

第８ 条 第６ 条第１ 項及び前条の規定によ り 支援する 場合における 防災航空隊の活動は、 支援を求めた

市町等の消防機関と の相互に密接な連携の下に行動する も のと する 。  

（ 経費の負担）  

第９ 条 こ の協定に基づく 支援に要する 防災ヘリ の運航経費は、 三重県が負担する も のと する 。  

（ その他）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 三重県と 市町等が協

議のう え、 定める も のと する 。  

（ 適用）  

第 11 条 こ の協定は、 平成２ ５ 年３ 月１ 日から 適用する 。  

 

平成１ ９ 年３ 月１ 日に締結し た「 三重県防災ヘリ コ プタ ー応援協定」 は、 廃止する 。  

こ の協定の証と し て、 本書３ ４ 通を作成し 、 知事と 市町等の長は、 それぞれ記名押印のう え、 各自１

通を保有する 。  
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５ ４  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ 西区自治会）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 西区自治会（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、 又は発生す

る 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と し て使用する こ と

について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難する 施設

であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 西農業研修センタ ー 

所在地 二見町西 1122 番地 

所有者 西区自治会 

構造等 RC造 ２ 階建て 

建築年月 昭和 57 年３ 月 

使用場所 ２ 階以上 

使用場所の面積 ２ 階 76. 76 ㎡ 屋上 48 ㎡ 計 124. 76 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において、 対象施設を津波

緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が施設の一部を破壊し なければ避難が困

難であり 、 やむを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担に

ついて、 甲乙で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成 25 年３ 月 12 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 三重県伊勢市二見町西 866 番地 

  西区自治会 

  区 長   柏端 弘 三 
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５ ５  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ 伊勢広域環境

組合）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢広域環境組合（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、 又は

発生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と し て使用す

る こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難す

る 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称   伊勢広域環境組合清掃工場 

所在地   三重県伊勢市西豊浜町 653 

所有者   伊勢広域環境組合 

構造等   RC造( 一部 S 造)  

建築年   昭和 50 年、 昭和 60 年、 平成 4 年 

使用場所   2 階プラ ッ ト ホーム 

使用場所の面積   約 870ｍ 2 

 

施設名称 伊勢広域環境組合ク リ ーンセンタ ー  

所在地 三重県伊勢市植山町 245−１  

所有者 伊勢広域環境組合 

構造等 RC造 

建築年 平成 4 年 

使用場所 ２ 階脱水機室 

使用場所の面積 約 175ｍ 2 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が破壊し なければ避難が困難であり 、 や

むを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担について、 甲乙

で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 甲は、 津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において速やかに津波緊急避難所と し て

の機能を果たせる よ う 施設の開錠など必要な措置を講じ る も のと する 。  
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（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  

 

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成 25 年３ 月 18 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 三重県伊勢市西豊浜町６５３ 

                   伊 勢広域環境組合 

管理者  鈴木 健一 
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５ ６  災害時要援護者の要援護者避難所と し て施設等を使用する こ と に関する 協定書

（ 社会福祉法人 伊勢亀鈴会）  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 大規模な地震、 風水害等の災害（ 以下「 災害」 と いう 。） によ り 、 要援護者が避難

を余儀なく さ れた場合に、 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） が、 社会福祉法人伊勢亀鈴会（ 以下「 乙」 と

いう 。） に対し 、要援護者避難所と し て施設等の使用の協力を要請する こ と について、必要な事項を定

める も のと する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において「 要援護者」 と は、 次に掲げる 者のう ち、 災害時に何ら かの援護を求める 者

をいう 。  

（ １ ） 伊勢市災害時要援護者登録制度に登録し ている 者 

( ２ )  上記に掲げる 者に準ずる 状態にある 者 

（ 施設の使用の要請）  

第３ 条 甲は、 要援護者があら かじ め指定する 避難所では対応でき ない場合、 次に掲げる 施設を要援護

者避難所と し て使用する こ と について、 乙に協力を要請でき る も のと する 。  

（ １ ） 指定障害者支援施設・ 指定生活介護事業所 「 宮の里ミ タ ス メ モリ アルホーム」  

   ( 度会郡玉城町宮古７ ２ ８ 番地１ ８ )  

（ 協力の受諾）  

第４ 条 乙は、 甲から 第３ 条に定めら れた協力の要請を受けたと き は、 でき る 限り 受諾する よ う 努める

も のと する 。  

（ 要請の手続等）  

第５ 条 甲は、 第３ 条の規定によ り 施設等の使用について、 乙に協力を要請する 場合は、 あら かじ め電

話等で確認のう え、 次に掲げる 事項を明ら かにし て書面で行う も のと する 。 ただし 、 緊急を要する 場

合は、 こ の限り ではない。  

（ １ ） 要援護者の住所、 氏名、 心身の状況、 連絡先等 

（ ２ ） 身元引受人の氏名、 連絡先等 

（ ３ ） 使用する 期間 

（ 避難者の移送）  

第６ 条 乙は、 甲の依頼があった場合は、 避難が必要な要援護者の自施設への移送を行う よ う 努める も

のと する 。 ただし 、 それによ り がたいと き は甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

（ 物資の調達及び介護支援者の確保）  

第７ 条 甲は、 要援護者に係る 日常生活用品、 食料及び医薬材料等の必要な物資の調達に努める も のと

する 。  

 ２  甲は、 乙が要援護者を適切に介護ができ る よ う ボラ ンティ ア等の介護支援者の確保に努める も の

と する 。  

（ 経費の負担）  

第８ 条 要援護者が利用期間内に要し た経費については、 原則と し て協力を要請し た甲の負担と する 。

ただし 、 甲が負担する 経費の価格については、 甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

（ 受入可能人員等）  

第９ 条 甲及び乙は、 本協定締結後、 受入可能人員、 必要物資の調達等について、 あら かじ め協議する

も のと する 。  

（ 有効期限）  

第１ ０ 条 こ の協定書の有効期限は毎年度末と し 、 甲乙双方に異議がない場合は翌年度においても 自動

的に更新さ れる も のと する 。  

（ 協定の解除）  

第１ １ 条 甲又は乙は、 こ の協定を解除し よ う と する と き は、 ３ カ月前に文書で相手方に通知し なけれ

ばなら ない。  

 

（ 疑義の解決）  

第１ ２ 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度甲乙協議し

て定める 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 こ の協定書を２ 通作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有

する 。  

 

 平成２ ５ 年３ 月２ ２ 日 

 

甲 伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市 

伊勢市長 鈴木 健一 

 

乙 鈴鹿市八野町４ ２ ８ 番地１  

  社会福祉法人 伊勢亀鈴会 

  理事長 横山 仁司 
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５ ７  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ マンショ ン大

山所有者）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と マンショ ン大山所有者（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、

又は発生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と し て使

用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避

難する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 マンショ ン大山 

所在地 伊勢市御薗町上條 1469－5 

所有者  

構造等 RC造 3 階建て 

建築年月 平成 11 年３ 月 27 日 

使用場所 2 階以上廊下及び階段 

使用場所の面積 約 84 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が施設の一部を破壊し なければ避難が困

難であり 、 やむを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担に

ついて、 甲乙で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  

 

第
６
編

協
定
等
一
覧



266 

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成 25 年３ 月 25 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

                 乙  伊 勢市御薗町上條 504 番地 

   

大西 剱之助 
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５ ８  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ アビーロ ード

所有者）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と アビーロ ード 所有者（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、 又

は発生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と し て使用

する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難

する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 アビーロ ード  

所在地 伊勢市御薗町上條 1469－8 

所有者  

構造等 RC造 4 階建て 

建築年月 平成 14 年 10 月 4 日 

使用場所 2 階以上廊下及び階段 

使用場所の面積 約 137 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が施設の一部を破壊し なければ避難が困

難であり 、 やむを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担に

ついて、 甲乙で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

平成 25 年３ 月 25 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 伊勢市御薗町上條 504 番地 

   

大西 剱之助 
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５ ９  津波発生時における 緊急一時避難施設と し ての使用に関する 協定書（ イ オンリ テ

ール株式会社）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。 ） と イ オンリ テール株式会社東海カンパニー（ 以下「 乙」 と いう ）

は、 次のと おり 津波発生時における 地域住民等の一時避難施設と し ての使用に関する 協定を締結す

る 。  

 

第1条( 趣旨)  

こ の協定は、 甲の区域内で大規模地震に伴う 津波が発生し た場合において、 乙の所有ま たは管理す

る 施 

設を地域住民の緊急避難施設と し て甲が一時使用する こ と に関し て必要な事項を定める も のと す

る 。  

第２ 条（ 使用施設）  

 乙は、 甲の要請に基づき 、 次に掲げる 施設（ 以下「 本件施設」 と いう 。 ） を津波避難ビルと し て甲

に使用さ せる も のと する 。  

（ １ ）  所 在 地  三重県伊勢市楠部町乙160番地2 

（ ２ ）  所 有 者  イ オンリ テール株式会社 

（ ３ ）  名 称  イ オン伊勢店 

（ ４ ）  構 造 等   鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造  3階建 

（ ５ ）  建築年月   １ ９ ９ ７ 年４ 月 

第３ 条（ 使用範囲）  

甲は、 次に掲げる 範囲を一時使用でき る も のと する 。  

（ １ ） 避難場所   屋上駐車場 １ ２ ， ６ ０ ６ ㎡ 

（ ２ ） 避難経路   駐車場ス ロ ープ 

（ ３ ） 出 入 口   駐車場出入口 

第４ 条（ 連絡責任）  

 こ の協定に関する 連絡責任者は、 以下のと おり と する 。  

（ １ ） 甲： 伊勢市危機管理課  

（ ２ ） 乙：  イ オンリ テール株式会社 東海カンパニー 

２  甲及び乙は、 緊急の連絡体制、 連絡方法等について協議し て定めておく も のと する 。  

第５ 条（ 使用範囲の変更・ 解除）  

 乙は、 本件施設の増改築・ 閉鎖等によ り 第３ 条の内容を変更する 必要が生じ た場合又は津波避難施

設と し ての使用が困難と なる と き は、 甲に対する 申し 入れによ り 、 使用範囲の変更又は当該施設の

津波避難施設指定を解除でき る も のと する 。  

第６ 条（ 使用期間）  

 本件施設の使用期間は、 大規模地震に伴い三重県南部に津波警報が発表さ れたと き から 、 当該警報

の解除によ り 終了する ま でと する 。  

第７ 条（ 避難誘導及び退去誘導）  

甲は、 避難地域およ び本件施設に甲が指定する 職員又は地域住民組織等の役員を派遣し 、 一時避難

し た地域住民の対応にあたる も のと する 。  

２  甲の本件施設の使用に関し ては、 避難場所の安全と 収容面積確保のため、 地域住民に対し 本件施

設への自動車の進入を禁止する こ と と する 。  

３  甲は、 津波警報が解除さ れたと き は、 甲の責任において速やかに避難住民を本件施設外に誘導

し 、 退去さ せる も のと する 。  

４  甲は、 前条の使用期間終了後については、 他の避難場所を用意する などし て、 地域住民の安全と

円滑な退去誘導を実現する も のと する 。  

第８ 条( 費用負担)  

本件施設内の使用範囲の使用料は無料と する 。  

２  乙は、 甲の要請にも と づき 、 本件施設に一時避難し ている 地域住民に対し 、 食糧・ 生活物資等を

可能な範囲で提供する も のと し 、 甲はその費用を負担する も のと する 。  
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第９ 条（ 施設破損時の対応）  

 本件施設が津波避難ビルと し て使用さ れた場合において、 地域住民等の一時的な避難に伴い本件施

設の破損が生じ た場合は、 甲が修復に係る 費用を負担する も のと する 。  

第10条（ 避難時の事故等に係る 責任）  

 乙は、 本件施設に地域住民等が避難し た際に、 発生し た事故等に対する 責任を一切負わないも のと

し 、 甲が責任をも って解決する 。  

第11条（ 避難方法の周知徹底）  

 甲は、 日常よ り 地域住民に対し 、 津波避難の際に原則と し て自動車を使用し ないこ と を周知徹底す

る も のと する 。  

第12条（ 津波避難施設の表示等）  

 甲は、 原則と し て本件施設について津波避難ビルの表示を行う と と も に、 ホームページ等で地

域住民へ周知する も のと する 。 ま た、 甲は第５ 条の指定解除の場合についても 表示の撤去及び

ホームページ等で地域住民に周知する も のと する 。  

第13条（ 有効期限）  

 こ の協定の有効期間は締結の日から 平成２ ６ 年 ３ 月２ ５ 日ま でと する 。 ただし 、 有効期間満了の日

の前１ 箇月ま でに甲又は乙から 何ら かの意思表示がないと き は、 こ の協定は。 当該有効期間満了の

日の翌日から 更に1年間更新さ れたも のと みなす。 その後においても 同様と する 。  

第14条（ 疑義等の決定）  

 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 必要に応じ 、 甲乙

協議の上、 決定する も のと する 。  

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成25年３ 月26日 

 

            甲 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市 

伊勢市長  

 

               乙 愛知県名古屋市中村区名駅五丁目25番1号             

                     イ オンリ テール株式会社  

                     東海カンパニー 

支社長   
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６ ０  津波発生時における 津波緊急避難場所と し ての使用に関する 協定書（ 学校法人皇學

館）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 学校法人皇學館（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発生し 、 又は発

生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難場所と し て使用す

る こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難場所と は、 津波から 一時的に避難

する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難場所と し て、 地域住民等に使用さ せる も

のと する 。  

施 設 名 称 皇學館大学 

所 在 地 伊勢市神田久志本町１ ７ ０ ４ 番地 

所 有 者 学校法人 皇學館 

使 用 場 所 皇學館大学 第 1 グラ ウ ンド  

使 用 場 所 の 面 積 13, 963 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難場所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難場所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を津波緊急避難場所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が破壊し なければ避難が困難であり 、 や

むを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担について、 甲乙

で協議を行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第６ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第７ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難場所と し て指定し 、 原則と し て、 そ

れを表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第８ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第９ 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成２ ５ 年３ 月２ ６ 日 

                   

 

                 甲  伊 勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                    伊勢市 

                    伊勢市長 鈴木 健 一 

 

 

 

乙 伊勢市神田久志本町１ ７ ０ ４ 番地 

 学校法人 皇學館 

 理事長  佐古 一洌 
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６ １  津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関する 協定書（ イ オンタ ウ ン

株式会社）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と  イ オンタ ウ ン伊勢ラ ラ パーク （ 以下「 乙」 と いう 。） は、 津波が発

生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において、 乙が所有する 施設を地域住民などの津波緊急避難所と

し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。 なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時

的に避難する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではない。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を津波緊急避難所と し て、 地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施 設 名 称 イ オンタ ウ ン伊勢ラ ラ パーク  

所 在 地 伊勢市小木町 538 番地 

所 有 者 イ オンタ ウ ン株式会社 

構 造 等 Ｓ 造 地上２ 階建て 

建 築 年 月 2003 年９ 月 

使 用 場 所 屋上駐車場 

使 用 場 所 の 面 積 
使用場所 

屋上駐車場面積 11, 500 ㎡ 駐車台数 428 台分 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙及び地域住民等が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において対象施設を津波緊

急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。 こ の際、 地域住民等が破壊し なければ避難が困難であり 、 や

むを得ず破壊し たこ と が明ら かな箇所がある 場合は、 その回復に要する 費用の負担について、 甲乙

で協議を行う も のと する 。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 対象施設の解錠は、 乙の職員又は乙の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 公開）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それ

を表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は、 協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  
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（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成２ ５ 年３ 月２ ６ 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

 

乙 伊勢市小木町 538 番地 

  イ オンタ ウ ン株式会社 

イ オンタ ウ ン伊勢ラ ラ パーク  

  モールマネージャ ー 森田  一 
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６ ２  災害時における 指定避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内に地震、 風水害、 その

他の災害等が発生し た、 又は発生する おそれがある 場合（ 以下「 災害時等」 と いう 。） に、 乙が所有す

る 施設を地域住民等に指定避難所（ 以下「 避難所」 と いう 。） と し て使用する こ と について、 次のと お

り 協定を締結する 。 なお、 指定避難所と は想定さ れる 各種災害から 身の安全が確保でき る 施設のこ と

を指す。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が所有する 次に掲げる 施設を避難所と し て、 災害時等に地域住民等に使用さ せる も

のと する 。  

施設名称  三重県営総合競技場陸上競技場  

所在地  伊勢市宇治館町 510 

所有者  三重県 

構造等  RC 造一部 S 造 ４階建て 

建築年月  平成 29 年 10 月 

使用場所 施設全体（災害規模に応じて場所を特定） 

  

施設名称  三重県営総合競技場体育館（別館）  

所在地  伊勢市宇治館町 510 

所有者  三重県 

構造等  RC 造 ２階建て 

建築年月  昭和４７年４月 

使用場所  別館フロア 

使用場所の面積  810 ㎡ 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 、 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情に

よ り 避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 伊勢市内に地震、 風水害及びその他の災害等が発生し 、 又は発生す

る おそれがある 時から 、 甲の指示によ り 乙及び地域住民等が避難所と し ての役割の終了を確認し た

と き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲及び地域住民は、 対象施設を避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 連絡体制)  

第６ 条 乙は、 あら かじ め協力内容について甲と 協議し 、 協力体制を明ら かにし ておく も のと する 。  

２  前項の目的を達する ため、 甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を報告し 、 随時更新する 。  

（ 施設の開錠）  

第７ 条 乙は、 災害時等において甲の要請によ り 速やかに、 避難所と し ての機能を果たせる よ う 施設

の開錠など必要な措置を講じ る も のと する 。  
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２  乙は、 前項で定める 措置を行ったのち、 あら かじ め甲と 協議し た内容に基づき 、 避難所の開設及

び運営に協力する 。  

（ 利用者責任）  

第８ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。 ただし 、 乙の責に帰すべき 事由によ る 事故等については、 こ の限

り でない。  

（ 指定避難所表示、 公開）  

第９ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで避難所と し て指定し 、 原則と し て、 それを表示す

る 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第 10 条 こ の協定は、 平成 31 年 4 月 1 日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定

の終了を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度、

甲乙が協議し て定める も のと する 。  

 

 

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成 31 年 2 月 25 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長  鈴木 健 一 

 

乙 三重県津市広明町 13 番地 

  三重県 

  三重県知事 鈴木 英敬 
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６ ３  災害時における 災害時要援護者の支援に関する 協定書（ 三重県）  

 

三重県 ( 以下、「 甲」 と いう 。 ) と 伊勢市( 以下、「 乙」 と いう 。 ) と は、 伊勢市内に地震、 風水害その他

の災害が発生し た場合（ 以下「 災害時」 と いう 。） における 、 避難行動要支援者の支援に関する 事項につ

いて、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

( 趣旨)  

第 1 条 こ の協定は、 災害時において、 甲及び乙が協力し て、 支援を必要と する 聴覚障がい者への支援

を行う ために必要な事項を定める も のと する 。  

2 こ の協定に係る 活動及び報告は、 三重県聴覚障害者支援センタ ー( 以下、「 センタ ー」 と いう 。 ) が行

う 。  

 

( 定義)  

第 2 条 こ の協定における 対象者は、 伊勢市避難行動要支援者避難支援プラ ン全体計画で定める 避難行

動要支援者のう ち、 聴覚の部位に障がいを有する 者ま たはそれに準ずる 状態にある 者をいう 。  

 

 ( 情報提供及び支援要請)  

第 3 条 乙は、 センタ ーに対し 、 避難行動要支援者のう ち避難支援等関係者に情報提供の同意を得てい

る 者の名簿「 防災さ さ えあい名簿」 を平常時から 提供する 。ただし 、提供する「 防災さ さ えあい名簿」

は、 聴覚の部位に障がいを有する 者のみと する 。  

2  支援の要請手続き は、 原則と し て文書によ り 行う も のと する 。 ただし 、 緊急を要する と き は、 口頭

又は電話等によ り 要請し 、 その後速やかに文書を提出する も のと する 。  

3 センタ ー及び乙は、 避難行動要支援者の支援を円滑に実施する ため、 連絡体制及び方法等について

平常時から 確認を行い、 災害時に支障をき たさ ないよ う 備える も のと する 。  

  

 ( 災害時の支援活動)  

第 4 条 センタ ーは、乙から 前条に規定する 要請があったと き は、乙の協力のも と 、避難情報等の伝達、

安否確認、 避難所における 避難生活上の支援及び支援物資の配布等の支援活動を行う 。  

2 前項の規定にかかわら ず、 伊勢市内で震度 5 強以上の地震が発生し たと き 又は乙が避難準備情報、

避難勧告若し く は避難指示を発令し たと き は、乙から の要請の有無にかかわら ず、センタ ーは、「 防災

さ さ えあい名簿」 を活用し 、 対象者の安否確認や支援を行う こ と ができ る 。  

 

( 経費の負担)  

第 5 条 こ の協定に基づき 、 支援活動に要し た経費は、 乙が負担する 。  

( 3)  前項の経費は、 甲及び乙が協議の上決定する も のと する 。  

 

( 経費の支払い)  

第 6 条 支援活動に要し た経費は、 甲の請求によ り 、 乙が支払う も のと する 。  

2  乙は、 前項の請求があったと き は、 その内容を確認し 、 速やかに費用を甲に支払う も のと する 。  

 

 ( 災害時の活動報告)  

第 7 条 センタ ーは、 避難行動要支援者の支援活動に関し 、 人的被害や物的被害を把握し たと き は、 た

だちに乙へ連絡する も のと する 。  

2 乙は、必要に応じ てセンタ ーに対し 、避難行動要支援者の被害状況等を問い合わせる こ と ができ る 。  

3 センタ ーは、 避難行動要支援者の支援活動を終了し たと き は、 速やかに乙へ支援活動報告書を提出

する も のと する 。  

 

( 事故)  

第 8 条 センタ ーは、 乙から の要請に基づく 支援活動に際し 、 事故が発生し たと き は、 乙に対し て速や

かにその状況を報告する も のと する 。  
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 ( 第三者に対する 責任)  

第 9 条 センタ ーは、 乙から の要請に基づく 支援活動に際し 、 センタ ーの責に帰する 事由によ り 、 第三

者に損害を与えたと き は、 その賠償の責を負う も のと する 。  

 

 ( 災害補償)  

第 10 条 センタ ーは、 センタ ーが派遣し た者が、 乙から の要請に基づく 支援活動中に死亡又は負傷す

る 場合を考慮し 、 災害ボラ ンティ ア保険への加入を義務付け、 災害補償について方策を講じ る も のと

する 。  

2 前項における 災害ボラ ンティ ア保険の加入経費は、 センタ ーが負担する も のする 。  

 

 ( 「 防災さ さ えあい名簿」 の保管及び返還)  

第 11 条 センタ ーは、 第 4 条に規定する 支援活動及び支援活動を容易にする ために日常生活において

行う 声かけ、 相談等以外の目的で「 防災さ さ えあい名簿」 を利用し てはなら ない。  

2 センタ ーは、「 防災さ さ えあい名簿」 に記載さ れた個人情報及び支援上知り 得た個人の秘密を漏ら し

てはなら ない。 支援する 役割から 離れた後も 同様と する 。  

3 センタ ーは、「 防災さ さ えあい名簿」 を紛失し ないよ う 厳重に保管する と と も に、 その内容が支援に

関係し ない者に知ら れないよ う に適切に管理をし なければなら ない。  

4 センタ ーは、センタ ー職員及び聴覚障がい者災害支援サポータ ー以外に「 防災さ さ えあい名簿」 を使

用さ せてはなら ない。  

 

 ( 平常時の協力体制)  

第 12 条 センタ ーは、 平常時から センタ ーの広報等で伊勢市避難行動要支援者制度を広く 周知し 、 伊

勢市避難行動要支援者避難支援プラ ン全体計画に基づく 個別避難計画の作成時には「 防災さ さ えあい

名簿」 を活用し 、 必要な協力を行う 。  

 

( 協議)  

第 13 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定について疑義が生じ たと き は、 甲及び乙が協議し て

定める も のと する 。  

 

( 有効期間)  

第 14 条 こ の協定は、 協定締結の日から 効力を有する も のと し 、 甲又は乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を有する も のと する 。  

 

 平成 26 年 4 月 1 日に締結し た「 災害時における 災害時要援護者の支援に関する 協定書」 は、 本協定

の締結をも って廃止する 。  

こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙署名押印の上、 各自 1 通を保有する 。  

 

令和 2 年 3 月 2 日 

 

                 津 市広明町 13 番地 

甲 三重県 

                 三 重県知事  鈴木 英敬      

 

 

                 伊 勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

乙 伊勢市 

                 伊 勢市長   鈴木 健一 
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６ ４  映像情報の提供に関する 協定書（ 国土交通省三重河川国道事務所）  

 

国土交通省三重河川国道事務所（ 以下「 甲」 と いう 。） 及び伊勢市（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 甲の有

する 映像情報（ 以下「 映像情報」 と いう 。） の提供、 並びに乙がこ れら の提供を受け活用する こ と に関し

て、 次のと おり 協定する 。  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 甲が有する 映像情報を乙に提供し 、 乙が提供さ れた情報を活用する こ と によ り 、

流域住民の洪水被害等の予防、 及び防災意識の高揚を図る こ と を目的と する 。  

 

（ 提供する 情報の内容及び提供方法）  

第２ 条 甲が乙に提供する 河川映像情報の内容は、 別紙１ のと おり と する 。  

２  映像情報については原則甲が直接乙に提供する も のと する 。  

 

（ 情報提供内容の変更）  

第３ 条 基本協定書の締結後において、 提供する 映像情報の内容等に変更が生じ る 場合には、 適宜、 甲

及び乙は協議を行い、 別紙の内容を見直すも のと する 。  

 

（ 費用負担）  

第４ 条 費用負担については、 原則、 次に掲げる 事項のと おり と する 。  

（ １ ）  甲の有する 映像情報を常設の回線によ り 乙に提供する 場合、 映像情報の回線工事、 回線使用料

等の費用については、 別紙２ のと おり と する 。  

（ ２ ）  常設の回線が確保さ れていない場合及び乙の要請に基づき 映像を提供する 場合は、 回線の確保

に必要な経費は、 乙の負担と する 。  

 

（ 提供さ れた情報の放送等）  

第５ 条 乙は、 提供を受けた河川映像情報の放送等に際し 、 適宜、 映像の出所（ 提供元） について表示

する も のと する 。  

 

（ 情報に対する 責任）  

第６ 条 乙は、 受信する 河川映像情報について、 次に掲げる 事項の場合は、 その責任を甲に問わないも

のと する 。  

（ １ ）  天災その他の不可抗力に基づく 機器の故障によ る 情報送信の停止又は異常値の送信。  

（ ２ ）  保守、 点検によ る 情報送信の停止。  

 

（ 情報の他への提供の禁止）  

第７ 条 乙は、 提供を受けた情報を自ら 放送等に活用する 以外に甲の許可なし に他の者に提供し てはな

ら ない。  

（ 意見交換）  

第８ 条 甲及び乙は、 こ の協定の趣旨に鑑み、 提供情報及びその活用状況等について随時意見交換を行

う と と も に、 必要に応じ 提供情報及びその活用のあり 方について見直し を図る も のと する 。  

 

（ 協議事項）  

第９ 条 こ の協定書に記載のない事項が発生し た場合は、 甲及び乙は協議のう え決定する も のと する 。 

 

（ 有効期限等）  

第１ ０ 条 こ の協定の有効期限は、 平成２ ６ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。 ただし 、 甲及び乙のいずれから

も 、 本協定の改廃に申し 出がないと き は、 更に１ 年継続する も のと し 、 当該期限が満了し たと き も 同

様と する 。  
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 以上協定締結の証と し て、 本書２ 通を作成し 、 甲及び乙各自その１ 通を保有する も のと する 。  

 

 

平成２ ５ 年７ 月１ １ 日 

 

 

  甲 三重県津市広明町２ ９ ７  

    国土交通省 三重河川国道事務所 

事務所長 

 

 

  乙 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

    伊 勢市 

伊勢市長  
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６ ５  災害時における 医療救護活動に関する 協定書（ 一般社団法人伊勢地区医師会）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 一般社団法人伊勢地区医師会（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 災害時に

おける 医療救護活動について、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

（ 目 的）  

第 1 条 こ の協定は、 伊勢市地域防災計画（ 以下「 防災計画」 と いう 。） に基づき 、 甲が実施する 災害

医療救護活動を円滑に行う ため、 乙の協力を得る こ と に関し 必要な事項を定める こ と を目的と す

る 。  

 

（ 災害医療救護計画の策定及び提出）  

第２ 条 乙は、医療救護班によ る 災害医療救護活動を実施する ため、災害時医療救護計画を策定し 、 甲

に提出する も のと する 。  

2 乙は、前項の規定に基づき 提出し た災害時医療救護計画の内容を変更し たと き は、速やかに変更

後の災害時医療救護計画を甲に提出する も のと する 。  

 

（ 医療救護班の派遣）  

第３ 条 甲は、災害医療救護活動を実施する 必要が生じ た場合は、乙に対し 災害時医療救護計画に基づ

き 編成し た医療救護班の派遣を要請する も のと する 。  

2 乙は、前項の要請をう けた場合は、速やかに医療救護班を甲が指定する 救護所に派遣する も のと

する 。  

3 甲は、 乙に対し 医療救護班の派遣を要請する 場合は、 次の事項を示し た文書又は口頭 

等によ り 行う も のと する 。  

（ 1）  災害発生の日時、 場所 

（ 2）  災害の原因及び状況 

（ 3）  出動に要する 人数及び医薬品、 資器材等 

（ 4）  その他必要事項 

 

（ 医療救護班の輸送）  

第４ 条 医療救護班は、原則と し てタ ク シー等の交通機関又は乙の会員の所有する 車両等によ り 、第５

条に定める 救護所へ直行する も のと する 。ただし 災害の状況によ り 必要に応じ 、指定し た集結場所

に集合する 場合は、 甲の調達する 車両等で第５ 条に定める 救護所へ行く も のと する 。  

2 傷病者の後方医療施設への輸送は、 甲が行う も のと する 。  

 

（ 救護所）  

第５ 条 甲は、 災害の状況によ り 必要に応じ て、 現地に救護所を設置する 。  

2 甲は、 前項に定める も ののほか、 災害の状況によ り 必要と 認めと き は、 被災地周辺の収容医療施

設に、 乙及び乙の会員の協力を得て救護所を設置する こ と ができ る 。  

 

（ 医療救護班の業務）  

第６ 条 医療救護班の業務は、 次のと おり と する 。  

（ 1）  被災者の状態判定 

（ 2）  医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定 

（ 3）  傷病者に対する 応急処置 

（ 4）  死亡の確認 

（ 5）  その他状況に応じ た処置 

 

（ 指揮命令）  

第７ 条 医療救護班に係る 指揮命令は、 乙の災害時医療救護計画に基づき 乙が行う も のと する 。  

 

（ 連絡調整）  

第８ 条  医療救護班の医療救護活動に係る 連絡調整は、 甲及び乙がそれぞれ指定する 者が協議し て行

う も のと する 。  
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（ 医薬品等）  

第９ 条 医療救護活動に必要な医薬品、 医療材料等は、 原則と し て乙が携行又は調達する 。  

  ただし 、 乙から 要請があった場合は甲が調達する 。  

2 救護所等での必要な物資の調達は、 甲が行う も のと する 。  

 

（ 医療費）  

第 10 条 甲が設置する 救護所等における 応急的な災害医療救護活動は、 原則と し て無償で行う も のと

する 。  

2  後送医療施設における 医療に係る 医療費は、 原則と し て傷病者の負担と する 。  

 

（ 費用弁償等）  

第 11 条 甲の要請に基づき 、 乙が医療救護活動を実施し た場合に要する 次の経費は、 甲が 

   負担する 。  

  （ 1） 医療救護班の派遣に伴う 経費 

   ア 医療救護班の派遣に要する 費用弁償 

   イ  医療救護班が携行又は調達し 、 医療救護活動のために使用し た医薬品、 医療材料 

     等の実費弁償 

   ウ  医療救護班が携行し た医療材料等が滅失損傷し た場合の実費弁償 

   エ 医療救護班が交通機関を利用し た場合の実費弁償 

  （ 2） 第 5 条第 2 項の定めによ り 、 収容医療施設に救護所を設置し た場合において、 医療救護活動

によ り 収容医療施設に損傷が生じ たと き の修繕費、 前号ア、 イ 、ウ に定める 経費及び光熱費等

の実費弁償 

 

（ 災害補償）  

第 12 条 甲の要請に基づき 、 乙が派遣し た医療救護班員が、 医療救護活動に従事し 、 又は防災訓練に

参加し ている 間、 及び救護所と の往復の途上において、 負傷し 、 疾病にかかり 、 又は死亡し た

場合は、「 議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例（ 平成 17

年 11 月 1 日市条例第 30 号）」 に準じ 災害補償を行う も のと する 。  

 

（ 医事紛争の処理）  

第 13 条 こ の協定に基づき 実施し た災害医療救護活動に関し て、患者と の間に医事紛争が生じ た場合、

甲は責任をも ってその処理にあたり 、 乙又は当該医師に求償し ないも のと する 。  

 

（ 災害救助法と の関係）  

第 14 条 災害救助法（ 昭和２ ２ 年法律第１ １ ８ 号） によ る 指定を受けた場合は、 本協定は指定日よ り

災害救助法の定める と こ ろによ る 。  

 

（ 細 則）  

第 15 条 こ の協定を実施する ために必要な事項については、 別に定める 。  

 

（ 協 議）  

第 16 条 こ の協定に定めのない事項又はこ の協定に関し 疑義が生じ た事項については、 甲乙協議し て

定める 。  

 

（ 協定の期間）  

第 17 条 こ の協定の有効期間は、 協定成立の日から 平成 26 年 3 月 31 日ま でと する 。 ただし 、 こ の協

定の有効期間終了ま でに甲乙いずれから も 何ら の意思表示も ないと き は、 期間終了の日の翌日

から １ 年間こ の協定を更新する も のと し 、 以後同様と する 。  
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 こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙双方記名押印のう え、 各自１ 通を保有する 。 

 

平成 25 年 7 月 18 日 

 

   甲 伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

     伊勢市 

     伊勢市長  鈴 木  健  一  

 

 

   乙 伊勢市勢田町６ １ ３ －１ ２  

     一般社団法人 伊勢地区医師会 

     会  長   畠 中  節  夫  
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６ ６  災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県立伊勢工業高等学校）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県立伊勢工業高等学校（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内に

地震、 風水害、 津波、 その他の災害等が発生し た、 又は発生する 恐れがある 場合（ 以下「 災害等発生

時」 と いう 。） に、 乙が管理する 施設を地域住民等に指定避難所及び津波緊急避難所（ 以下「 避難所」

と いう 。） と し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

なお、 指定避難所と は想定さ れる 各種災害から 身の安全が確保でき る 施設のこ と を、 津波緊急避難

所と は、 津波から 一時的に避難する 施設のこ と を指す。  

 

（ 使用施設）  

第１ 条 乙は、 乙が管理する 次に掲げる 施設を避難所と し て災害時等に地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 三重県立伊勢工業高等学校  

所在地 伊勢市神久２ 丁目７ －18 

管理者 伊勢工業高等学校長 

避難所の種類 
指定避難所 

津波緊急避難所 

 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情によ

り 避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

４  対象施設において、 避難者に使用さ せる 場所は原則と し て管理棟及び普通教室棟の 2 階以上の各

室及び通路等と する 。  

 

（ 指定避難所等の開設）  

第２ 条 甲は、 災害等発生時に乙が管理する 施設を指定避難所等と し て開設する 場合は、 事前にその

旨を乙に対し て通知する も のと する 。  

２  甲は、 指定避難所等を緊急に開設する 必要がある と き は、 前項の規定にかかわら ず、 事前に乙に

通知をせずに開設する こ と ができ る も のと する 。 ただし 、 甲はすみやかに乙に対し 通知する も のと

する 。  

（ 使用期間）  

第３ 条 対象施設の使用期間は、 災害等発生時から 乙及び地域住民等が避難所と し ての役割の終了を

確認し たと き ま でと する 。  

（ 指定避難所等の管理）  

第４ 条 災害等発生時の指定避難所等の管理運営は、 甲の責任において行う も のと する 。  

２  甲は、 指定避難所等の状況を勘案し 、 運用に要する 職員を適切に配置する も のと する 。  

３  甲は、 指定避難所等を開設し ている 期間に応じ て、 避難者のための飲料水、 食糧等の手配を行う

も のと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第５ 条 甲は、 災害等発生時において対象施設を避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第６ 条 施設の避難所と し ての使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第７ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 協力体制)  

第８ 条 乙は、 あら かじ め協力内容について甲と 協議し 、 協力体制を明ら かにし ておく も のと する 。  

２  前項の目的を達する ため、 甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を交換し 、 随時更新する 。  

（ 施設の開錠）  

第９ 条 乙は、 災害等発生時において速やかに避難所と し ての機能を果たせる よ う 、 施設の開錠など

必要な措置を講じ る も のと する 。  
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２  乙は、 前項で定める 措置を行ったのち、 あら かじ め甲と 協議し た内容に基づき 、 学校運営に支障

のない範囲で避難所の開設及び運営に協力する 。  

（ 利用者責任）  

第 10 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 指定避難所表示、 周知）  

第 11 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで避難所と し て指定し 、 原則と し てそれを表示する

看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第 12 条 こ の協定は協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了を

通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 13 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度甲

乙が協議し て定める も のと する 。  

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え各自その１ 通を保有する 。  

 

平成 25 年 8 月 7 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長  鈴木 健 一 

 

乙 三重県伊勢市神久２ 丁目７ －18 

  三重県立伊勢工業高等学校 

  校 長    和 田 健治 

  

第
６
編

協
定
等
一
覧



286 

 

６ ７  災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県立宇治山田高等学校）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県立宇治山田高等学校長（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内

に地震、 風水害、 津波、 その他の災害等が発生し た、 又は発生する 恐れがある 場合（ 以下「 災害等発

生時」 と いう 。） に、 乙が管理する 施設を地域住民等に指定避難所及び津波緊急避難所（ 以下「 避難

所」 と いう 。） と し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

なお、 指定避難所と は想定さ れる 各種災害から 身の安全が確保でき る 施設のこ と を、 津波緊急避難

所と は、 津波から 一時的に避難する 施設のこ と を指す。  

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が管理する 次に掲げる 施設を避難所と し て災害時等に地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 三重県立宇治山田高等学校 

所在地 伊勢市浦口３ 丁目 13 番 1 号 

管理者 宇治山田高等学校長 

避難所の種類 
指定避難所 

津波緊急避難所 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情によ

り 避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 災害等発生時から 、 乙が避難所と し ての役割の終了を確認し たと き

ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲は、 災害等発生時において対象施設を避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の避難所と し ての使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は、 対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等

の災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 協力体制)  

第６ 条 乙は、 あら かじ め協力内容について甲と 協議し 、 協力体制を明ら かにし ておく も のと する 。  

２  前項の目的を達する ため、 甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を交換し 、 随時更新する 。  

（ 施設の開錠）  

第７ 条 乙は、 災害等発生時において速やかに避難所と し ての機能を果たせる よ う 、 施設の開錠など

必要な措置を講じ る も のと する 。  

２  乙は、 前項で定める 措置を行ったのち、 あら かじ め甲と 協議し た内容に基づき 、 避難所の開設及

び運営に協力する 。  

（ 利用者責任）  

第８ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 指定避難所表示、 周知）  

第９ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで避難所と し て指定し 、 原則と し てそれを表示する

看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第 10 条 こ の協定は協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了を

通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度甲

乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え各自その１ 通を保有する 。  

 

平成 25 年 8 月 7 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長  鈴木 健 一 

 

乙 三重県伊勢市浦口３ 丁目 13 番 1 号 

  三重県立宇治山田高等学校 

  校 長    中 谷 文弘 
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６ ８  災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県立宇治山田商業高等

学校）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県立宇治山田商業高等学校（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市

内に地震、 風水害、 津波、 その他の災害等が発生し た、 又は発生する 恐れがある 場合（ 以下「 災害等

発生時」 と いう 。） に、 乙が管理する 施設を地域住民等に指定避難所及び津波緊急避難所（ 以下「 避難

所」 と いう 。） と し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

なお、 指定避難所と は想定さ れる 各種災害から 一時的に身の安全が確保でき る 施設のこ と を、 津波

緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難する 施設のこ と を指す。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が管理する 次に掲げる 施設を避難所と し て災害時等に地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 三重県立宇治山田商業高等学校 

所在地 伊勢市黒瀬町 1193 

管理者 三重県立宇治山田商業高等学校長 

避難所の種類 
指定避難所 

津波緊急避難所 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情によ

り 避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

４  対象施設において、 避難者に優先的に使用さ せる 場所は原則と し て武道館と する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は災害等発生時から 、 授業再開時ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲は、 災害等発生時において対象施設を避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の避難所と し ての使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は、 使用期間を終えたと き は対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等の

災害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 協力体制)  

第６ 条 乙は、 あら かじ め協力内容について甲と 協議し 、 協力体制を明ら かにし ておく も のと する 。  

２  前項の目的を達する ため、 甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を交換し 、 随時更新する 。  

（ 施設の開錠）  

第７ 条 乙は、 災害等発生時において速やかに避難所と し ての機能を果たせる よ う 、 施設の開錠など

必要な措置を講じ る も のと する 。  

２  乙は、 前項で定める 措置を行ったのち、 あら かじ め甲と 協議し た内容に基づき 、 避難所の開設及

び運営に協力する 。  

（ 利用者責任）  

第８ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 指定避難所表示、 周知）  

第９ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで避難所と し て指定し 、 原則と し てそれを表示する

看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第 10 条 こ の協定は協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了を

通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  
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（ 協議事項）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度甲

乙が協議し て定める も のと する 。  

 

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え各自その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ５ 年 １ ２ 月 ６ 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長  鈴木 健 一 

 

 

乙 三重県伊勢市黒瀬町 1193 

  三重県立宇治山田商業高等学校 

                    校長   勢力  稔 
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６ ９  災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書（ 三重県立伊勢高等学校）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県立伊勢高等学校長（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内に地

震、 風水害、 津波、 その他の災害等が発生し た、 又は発生する 恐れがある 場合（ 以下「 災害等発生

時」 と いう 。） に、 乙が管理する 施設を地域住民等に指定避難所及び津波緊急避難所（ 以下「 避難所」

と いう 。） と し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

なお、 指定避難所と は想定さ れる 各種災害から 身の安全が確保でき る 施設のこ と を、 津波緊急避難

所と は津波から 一時的に避難する 施設のこ と を指す。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙は、 乙が管理する 次に掲げる 施設を避難所と し て災害時等に地域住民等に使用さ せる も の

と する 。  

施設名称 三重県立伊勢高等学校  

所在地 伊勢市神田久志本町 1703 番地 1 

管理者 三重県立伊勢高等学校長 

避難所の種類 
指定避難所 

津波緊急避難所 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下にて行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情によ

り 避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

４  対象施設において、 避難者に優先的に使用さ せる 場所は原則と し て普通教室棟（ 第１ 棟） と す

る 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 災害等発生時から 乙が避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま

でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲は、 災害等発生時において対象施設を避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の避難所と し ての使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は使用期間を終えたと き は対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等の災

害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 協力体制)  

第６ 条 乙は、 あら かじ め協力内容について甲と 協議し 、 協力体制を明ら かにし ておく も のと する 。  

２  前項の目的を達する ため、 甲及び乙は互いに緊急時の連絡先を交換し 、 随時更新する 。  

（ 施設の開錠）  

第７ 条 乙は、 災害等発生時において速やかに、 避難所と し ての機能を果たせる よ う 、 施設の開錠な

ど必要な措置を講じ る も のと する 。  

２  乙は、 前項で定める 措置を行ったのち、 あら かじ め甲と 協議し た内容に基づき 、 避難所の開設及

び運営に協力する 。  

（ 利用者責任）  

第８ 条 乙は、 対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する

責任を一切負わないも のと する 。  

（ 指定避難所表示、 周知）  

第９ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで避難所と し て指定し 、 原則と し てそれを表示する

看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第 10 条 こ の協定は協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲乙が文書をも って協定の終了を

通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  
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（ 協議事項）  

第 11 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度甲

乙が協議し て定める も のと する 。  

 

 

こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印のう え各自その１ 通を保有する 。  

 

平成２ ５ 年 １ ０ 月 ７ 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長  鈴木 健 一 

 

乙 三重県伊勢市神田久志本町 1703 番地 1 

  三重県立伊勢高等学校 

  校 長   増田 元 彦 
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７ ０  津波発生時における 津波緊急避難所と し て学校施設の使用に関する 協定書（ 三重

県立伊勢ま なび高等学校）  

 

伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 三重県立伊勢ま なび高等学校（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 伊勢市内

に津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において、 乙が管理する 学校施設を地域住民などの津

波緊急避難所と し て使用する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

なお、 津波緊急避難所と は、 津波から 一時的に避難する 施設であり 、 避難生活をする 場所ではな

い。  

 

（ 使用施設）  

第１ 条 乙は、 乙が管理する 次に掲げる 学校施設を津波緊急避難所と し て地域住民等に使用さ せる も

のと する 。  

施設名称 
三重県立伊勢ま なび高等学校  

管理普通教室棟 2 階及び 3 階 

所在地 伊勢市神田久志本町 1560 番地  

管理者 三重県立伊勢ま なび高等学校長 

避難所の種類 津波緊急避難所 

２  甲は、 前項に規定する 施設（ 以下「 対象施設」 と いう 。） に地域住民等が避難し た際に使用する 必

要な用具等を設置する 場合は、 乙の了解の下に行う も のと する 。  

３  乙は、 対象施設の増改築等によ り 対象施設の面積等に変更が生じ る 場合、 又は何ら かの事情によ

り 津波緊急避難所と し ての使用が不可能と なる と き には、 甲に連絡する も のと する 。  

（ 使用期間）  

第２ 条 対象施設の使用期間は、 緊急に避難が必要な津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある と き か

ら 、 乙が津波緊急避難所と し ての役割の終了を確認し たと き ま でと する 。  

（ 目的外使用の禁止）  

第３ 条 甲は、 災害発生時において対象施設を津波緊急避難所以外の目的に使用し ないも のと する 。  

（ 費用負担）  

第４ 条 施設の使用料は無料と する 。  

（ 原状回復義務）  

第５ 条 甲は使用期間を終えたと き は対象施設を原状に回復し なければなら ない（ 地震、 津波等の災

害によ り 損傷し た部分を除く 。）。  

( 施設の解錠)  

第６ 条 甲は、 津波が発生し 、 又は発生する 恐れがある 場合において速やかに津波緊急避難所と し て

の機能を果たせる よ う 施設の開錠など必要な措置を講じ る も のと する 。  

（ 利用者責任）  

第７ 条 乙は対象施設に地域住民等が避難し た際に、 対象施設内において発生し た事故等に対する 責

任を一切負わないも のと する 。  

（ 津波緊急避難所表示、 周知）  

第８ 条 甲は、 施設の使用箇所等を確認し たう えで津波緊急避難所と し て指定し 、 原則と し てそれを

表示する 看板を設置し 、 ホームページ等を用いて市民に対し て周知する も のと する 。  

（ 有効期限）  

第９ 条 こ の協定は協定締結の日から その効力を有する も のと し 、 甲、 乙が文書をも って協定の終了

を通知し ない限り 、 その効力を持続する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第 10 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た事項については、 その都度

甲、 乙が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え各自その１ 通を保有す

る 。  

 

平成２ ５ 年 １ ０ 月 １ ７ 日 

                   

 

                 甲  三 重県伊勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   伊 勢市 

                   伊 勢市長 鈴 木 健一 

 

乙 伊勢市神田久志本町 1560 番地 

三重県立伊勢ま なび高等学校 

  校 長   出口 勤  
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